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 固定資産税は、税収規模の面においても、また収入の安定性の面においても、市町村の基

幹税としての役割を果たしてまいりました。その位置付けは、今後とも変わることなく、地

方分権を支える柱となるものと思われます。 

 当評価センターは、昭和53年５月設立以来、調査研究事業と研修事業を中心に事業を進め、

地方公共団体に固定資産税に関し必要な情報を提供すべく努力を重ねて参りました。 

 特に、調査研究事業では、資産評価および固定資産税に関する基礎理論、実務上の諸問題

について、学識経験者、地方公共団体等の関係者をもって構成する研究委員会を設け、「評

価の基本問題」「土地評価」「家屋評価」「償却資産評価」「資産評価システム」「資産課

税のあり方」「固定資産現況調査標準化」の分野ごとに調査研究を行い、その成果を公表す

るとともに、その内容の普及に尽力してまいりました。 

 本年度の地方税における資産課税のあり方に関する調査研究委員会は、「固定資産税にお

ける情報開示」及び「分権時代の課税のあり方」について調査研究を実施いたしました。 

 この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに調査研究報告書として公表する運びと

なりましたが、この機会に熱心にご研究、ご審議いただきました委員の方々に対し、心から

感謝申し上げます。 

 なお、当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方公共

団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をはじめ関係団

体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 

 最後に、この調査研究事業は、財団法人全国市町村振興協会の助成を受けて実施したもの

であり、改めて深く感謝の意を表すものであります。 
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                 理 事 長   小 川    德 洽 
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地方税における資産課税のあり方に関する調査研究委員会
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第１ 固定資産税における課税情報の開示について

はじめに

固定資産税は、市町村税収の約45%（平成12年度決算）を占め、市町村の基幹的税目と

なっている。地方分権の推進とともに、福祉、環境等多くの分野で行政に求める ズがニー
多様化・増大化している現在、市町村の財政基盤を支える固定資産税の位置付けは、これ

までに増して重要なものとなっている。
また、昨今受益と負担の関係が重視され、住民と市町村がともに地域の将来を考え、決

定していくことが求められている中で、住民と市町村との信頼関係、意思疎通が極めて大
切になっている。

特に、固定資産税については、償却資産については申告制度があるものの、賦課課税の

方式が採られており、それゆえかえって市町村の固定資産評価・課税の透明性と説明責任
が強く求められるものと考えられる。

そこで、住民と市町村との対話の スとなる縦覧制度や課税明細書等について、改善ベー
す き事項がないか、平成９年度及び10年度に続き、検討を行うこととした。べ

１ 縦覧制度の見直し

(1) 現行制度の概要

地方税法では、市町村長が、原則として毎年３月１日から20日以上の期間、固定資産課
税台帳を関係者の縦覧に供しなければならない旨を規定している。

この縦覧制度は、納税者が自己の資産に係る評価が適正であるかどうかを判断し、不服

がある場合に審査申出を行うことを可能にするための制度である。

固定資産課税台帳を縦覧することができる者及び縦覧することができる台帳の範囲につ

いては、これまで、次のような経緯があった。

・ 昭和30年代までは、何人も、他の土地や家屋などの資産に係る記載事項まで閲覧で
きることとされていた。（昭和33年１月13日自治庁市町村税課長回答等）

・ 昭和40年代以降、行政実例等により、本人の同意又は他の法律に特別の定めがある

場合等を除き、第三者に対する閲覧は認めるべきではないこととされ、現在に至るま
で、縦覧できる範囲は、当該納税義務者に関係する部分のみに限定された取扱いにな

っている。これは、自己の資産の評価額や課税標準額が他人に明らかにされることは、
その本人の欲しないところであるとの考え方に基づくものと考えられる。

なお、昭和62年の最高裁判所判決により、このような縦覧範囲についての取扱いが、

明確に認められた。

（注１）最高裁判所判決（昭和62年７月17日（判時1262号93頁））

「法第415条第１項の規定にいう「関係者」とは、一葉ごとの固定資産課税台帳の固定資産について、

法第343条の規定により納税義務者となるべき者又はその代理人等納税義務者本人に準ずる者を

言うものと解するのが相当である。」
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（注２）上記の最高裁判例に反対の立場の学説や下級審判決もある。反対意見は、現行の地方税法

における縦覧について、固定資産課税台帳のうち他人の資産に関する部分も縦覧することができ

ると解すべきであるというものである。

(2) 現行制度を取りまく環境

① 評価の適正化の必要性

固定資産課税台帳の縦覧制度は、前述のとおり、納税義務者が自己の資産の評価が適

正であるかどうかを判断し、不服がある場合に審査申出を行うことを可能にするための
制度である。しかしながら、納税義務者にとってみれば自己の資産の評価額のみを示さ

れても、その評価が適正であるか否かを考える材料に乏しく、その評価額が妥当なもの
であるかどうかを判断することは困難である。

これに対処するため、固定資産課税台帳のうち縦覧できる範囲が自己の資産に関する

部分に限られている現在の制度を他の資産に関する部分についても縦覧できるように改
正することが考えられる。縦覧において自己の資産に関する記載欄を見ただけでは、資

産の評価が適正になされているかどうかの判断を行うことが困難であるが、このような
改正を行うことにより、他の土地や家屋の評価額との比較を通じて評価額の適正さを判

断できるようになる。

さらに、縦覧制度を拡充し、多くの納税者が他の資産との比較により評価額の適正さ
をチェックすることにより、市町村の評価事務そのものの適正さを保障することになる

ものと考えられる。

しかしながら、既に述べたように、固定資産課税台帳は第三者に対して開示す きでべ
はないこととされてきたため、この点についての検討が必要となる。

こうした状況の中で、本委員会の検討においては、「これまでは、プライ シ 保護バ ー

の観点を重視した運用がなされているが、納税義務者の意識の高まり、情報公開の流れ
等に鑑み、必要な範囲で情報開示を進めることが適当であると考えられる」（平成９年

度報告書）としており、具体的な論点として「納税者の立場から、縦覧制度の拡充によ
り失われる法益（プライ シ の保護）と得られる法益（審査申出の便宜のための機能、バ ー

納税者に対する情報開示・説明の機能、市町村における適正な課税を確保する機能）の
比較衡量を行う必要がある」（平成10年度報告書）旨指摘したところである。

② 現行の縦覧制度の意義の低下

現行の縦覧制度については、次のような点から、意義が低下しているものではないか
と考えられる。

・ ほとんどの市町村（98.9％：平成12年７月現在）が納税通知書とあわせて、固定資

産課税台帳登録事項のうち納税義務者が了知すべき内容について課税明細書を送付し

ているため、納税義務者にとって縦覧制度を活用する意義が乏しくなってきた。
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・ 平成11年度改正により、固定資産評価審査委員会 の審査申出期間が、納税通知書へ

の受付後30日間までに延長されたことにより、納税通知書が送付される前に縦覧制度
を活用しなくても、審査申出を行うことができるようになった（次 ジの表参照）。ペー

・ これらの点から、実際に縦覧制度を活用する人は、特に平成11年度改正以降少なく

なっている。

（参考）１回目の納期限（市町村が条例で規定）が４月末である場合の縦覧制度

１ 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月

十 賦課期日 償却申告 価格決定 納通 納期限

一 ▽１／１ ▽１／末 ▽２／末 ▽ ▽市町村が条例で規定
年

度 10日間以上3/1から3/20

改 ○縦 覧
縦覧期間＋10日間正

前 ○審査申出

現 賦課期日 償却申告 価格決定 納通 納期限

▽１／１ ▽１／末 ▽２／末 ▽ ▽市町村が条例で規定
行

10日間以上3/1から20日間以上制

○縦 覧
縦覧開始時～納通受付後30日間度

○審査申出

(3) 今年度の検討

このような現行の縦覧制度を取りまく環境を踏まえ、これからの制度のあり方について、

今年度さらに検討を行った。

① 国政モニターの結果

平成10年度に本委員会が指摘した論点である「縦覧制度の拡充により失われる法益と

得られる法益の比較衡量」については「国政モ タ 制度（国民から応募のあった国政ニ ー
モ タ に、国の行政施策に対する意見等を寄せてもらう内閣府所管の制度）」を活用ニ ー

し、国民の意見を聞くことにした。

「固定資産課税台帳の縦覧に際しては、自分の土地や家屋の評価額と、周辺の土地
や家屋の評価額を比較できるようにすることが必要」との意見があります。一方、
この意見については、プライ シ 保護の観点からも検討する必要があると考えらバ ー
れます。

（問１～３、問６については省略）

問４ 納税義務者が固定資産評価額を縦覧期間中に、周辺の評価額と比較できるよう
にすることについて
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現行では、固定資産課税台帳の縦覧においては、一定の期間（20日間程度）、自
分の固定資産の評価額についてしか見ることができませんが、これを「一定の期間
（20日間程度）、固定資産税を納めている人に限り、周辺の土地や家屋の評価額と
比較して見ることができるようにする。」という意見があります。あなたはこの意
見に賛成ですか、反対ですか。
結果 ア 賛成 ２５８件（７５．２％）
イ 反対 ８０件（２３．３％）
ウ 未記入 ５件（ １．５％）

賛成の主な理由 ・課税の公平性や妥当性を判断でき、これらを確保できる。
・納税者の理解が深まる。納得できる。

反対の主な理由 ・プライ シ を保護する必要がある。バ ー
・悪用される懸念がある。

問５ 固定資産評価額を期間や対象者を限定せずに一般に広く公開することについて
「固定資産課税台帳に記載された土地や家屋の評価額について、それを見る期間や
対象者を限定せずに、一般に広く公開する。」という意見があります。あなたはこ
の意見に賛成ですか、反対ですか。
結果 ア 賛成 １５６件（４５．５％）
イ 反対 １８５件（５３．９％）
ウ 未記入 ２件（ ０．６％）

賛成の主な理由 ・課税の公平性や妥当性を判断でき、これらを確保できる。
・資産取引の参考になる。

反対の主な理由 ・プライ シ を保護する必要がある。バ ー
・悪用される懸念がある。

・調査時期 調査書送付：平成13年７月30日 回答期限：平成13年８月31日
・調査対象 全国の国政モ タ 550名（うち有効回答数343名。回収率62.3%。）ニ ー

納税義務者が固定資産評価額を縦覧期間中に、周辺の評価額と比較上記のように、「
問４）」は、約４分の３（75.2%）が賛成であり多数できるようにすることについて（

を占めた。一方、プライ シ 保護の観点等の理由で反対する意見は、約４分の１（23.バ ー
3%）にとどまった。

固定資産評価額を期間や対象者を限定せずに一般に広く公開することについ次に、「

問５）」は、45.5％が賛成、53.9％が反対であり、ほぼ半々の結果となった。て（

② 委員の意見

縦覧制度のあり方について、今年度の本委員会の検討における主な意見を論点ごとに整

理すると以下のとおりとなる。

（情報開示の取り組みの必要性について）
○ 地方分権の流れの中で、受益と負担の関係を明確にするという観点からは、情報開

示に取り組んで行く きである。べ

○ 情報開示の拡充に当たっては、単に情報開示するということだけではなく、税額決

定までの過程について合理的な説明をあわせて行うということが必要である。
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○ これまで、行政側の事情で開示できないものについても、プライ シ 保護を理由バ ー

に、行政側が開示に消極的であった面があるのではないか。

○ 情報開示については、市町村が取扱いをしやすくするためにも、法的な根拠を明確

にする必要があるのではないか。

（縦覧制度の改正の必要性について）
○ 縦覧制度については、昭和40年代以降、対象範囲を狭く解釈してきたわけであるが、

元の姿に戻す きではないか。べ

○ アメリカなどでも、情報公開に基づいた納税者からの不満を受けて、評価額が適正
化してきた経緯がある。情報の開示により、住民の行政に対するチェック機能が増す

こととなり、評価の適正化とともに、住民との信頼関係も醸成される。

○ 納税者の立場から見ると、自分の土地が他の土地と比 て公平に評価されているかべ
どうかという点に関心を持つのは、ある意味では自然なことである。そのような比較

の制度がないと、制度に対する信頼性を維持することが困難ではないか。

（情報開示とプライ シ について）バ ー
○ 固定資産を誰が所有しているかがプライ シ であって、その評価額がいくらであバ ー

るかということ自体はプライ シ ではないのではないか。バ ー

○ 所有者ということが出てくるのでプライ シ の問題になってくるが、問題は土地バ ー
や家屋の評価額がどうかということを知りたいわけであり、所有者が誰であるかとい

うことは必要ないのではないか。

○ 頻繁に土地を買い換えて転居していくような生活 タ ンのアメリカと異なり、日パ ー
本は、家を持てるかどうかというのが人生の目標であり、土地を買い換えて転居して

いくような風習はないので、非常に土地の流動性は低い状況にある。それだけ、日本
では、不動産は大事なものといった意識が強く、不動産についてプライ シ がないバ ー

とは言えないのではないか。

○ 例えば所得税の課税標準である所得と固定資産税の課税標準である価格を比較した
場合、固定資産の価格は、所得額よりも秘匿性が低いのではないか。

（比較を可能とする情報の範囲について）

○ 納税者の信頼を確保することを目的とする以上、家屋も土地と同様賦課課税である
ことから、評価額を開示す きではないか。その際、家屋評価の詳細（床の材質や造べ

作の程度等の部分別評価の内容）については、プライ シ の要請が強いと考えられバ ー
ることから、踏み込まないようにす きではないか。べ

○ 償却資産については申告制度を採っているため、原則として自分の申告した額が評

価額となるので、自分の償却資産の評価額と他の償却資産の評価額とを比 る必要性べ
はないのではないか。

○ 現行制度においては、住宅用地特例等により、評価額が必ずしも課税標準額とはな

っていないため、納税者は、税負担の公平についても比較したいのではないか。そう
であれば、課税標準額も開示す きではないか。べ
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（比較を可能とする地域の範囲について）

○ 縦覧の範囲については、東京の人が鹿児島のものを見るという必要はないわけで、
そういった視点から、開示する対象地域を限定する必要があるのではないか。

○ この問題の趣旨というのは、自分たちが払っている固定資産税がどのような仕組み

で課税されているのか、それは公正なのか、公平なのかを知りたいという納税者の感
情が根底にあるので、その計算の流れを説明し、その補足資料として近隣の評価につ

いて説明をすれば、納得が得られるのではないか。とすれば、縦覧の対象地域も決ま
ってくるのではないか。

○ 地域を限定せずに、納税義務者が他の市町村の土地や家屋の評価額も縦覧できるよ

うにすると、全国の土地や家屋の評価額を収集し、リストを作成することが容易にな
る等、本来目的以外に使用されるおそれが強くなるのではないか。

委員の意見は、おおむね次のように集約できる。

○ 課税に関する情報についても、その開示について積極的に取り組む きである。べ
○ 縦覧制度については、他の資産の評価額と比較できるようにす きである。べ

○ 固定資産の所有者名等は、評価額等の比較に必要ないので、プライ シ 保護の観バ ー
点から、開示する必要はない。

③ 今後の方向性についての基本的な考え方

本委員会では、(2) ①でも触れたようにこれまでも縦覧制度の拡充の必要性について提
言してきた。

また、①で紹介した国政モ タ の結果においても、プライ シ の保護を重視する意ニ ー バ ー

見に比 、縦覧制度を拡充し、周辺の土地や家屋の評価額と比較して縦覧することができべ
るようにすることを支持する意見が多数を占めた。

さらに、今年度の本委員会の検討においても、固定資産税に対する納税者の信頼確保、
市町村における課税の適正さ・公平さの確保の観点から、縦覧できる範囲が自己の資産に

関する部分に限られている現在の制度を、他の資産に関する部分についても縦覧できるよ

うに縦覧制度を拡充す きとの結論に達したところであり、そのための法令の整備を早急べ
に行い、平成15年度の評価替えから新たな縦覧制度を実施す きであると考える。べ

なお、税負担の公平さを確認するために課税標準額の開示も必要であるとも考えられる

が、課税標準額を比較するためには、例えば住宅用地特例の適用における敷地上の家屋の
居住面積割合等他の情報を開示する必要があり、また、課税標準額は所有者の税額の直接

の基礎となるものであることもあり、その開示についてはプライ シ 保護の観点からなバ ー
お検討を続ける必要がある。今後、プライ シ に関する国民の意識等を勘案しながら、バ ー

引き続き制度改正に向けた検討を行う きと考える。べ



－7－

(4) 考えられる制度の設計

① 縦覧制度の位置付け

縦覧制度については、平成11年度改正までは納税通知書を送付する前に審査の申出を
行う機会を納税義務者に与える目的も担っていたが、平成11年度改正によりその意義の

低下が指摘されていること等に鑑み、納税者が納税通知書を受け取った際に、他の土地
や家屋の評価額と比較することにより、自己の資産の評価額が適正であるかどうかを判

断するための制度と位置付ける。

（新たな縦覧制度の骨子）

ア 縦覧は、土地及び家屋について行うものとし、市町村が、土地及び家屋について
それぞれ評価額までを記載した「縦覧帳簿」を新たに調製する。償却資産について

は、申告制度があるので、他の資産と比較する必要性が小さいので縦覧の対象とし

ない。

なお、固定資産課税台帳は、縦覧の対象とはしないが、常に納税義務者本人（納

税管理人、代理人等を含む。以下同じ。）の閲覧に供するものとする（第２「閲覧
制度・証明制度について」参照）。

イ 「縦覧帳簿」は、市町村ごと（東京23区は特別区ごと、政令市は区ごと）に調製

し、当該市町村の納税義務者本人のみが縦覧できるものとする。

ウ 「縦覧帳簿」には、次の事項を登録する。
土地：所在、地番、地目、地積、評価額

家屋：所在、種類、構造、床面積、建築年、評価額

納税義務者（所有者）の住所及び氏名又は名称は、評価額の比較のためには不要エ
であり、納税者の利益をできる限り保護するという観点からも、「縦覧帳簿」の登

録事項とはしない。

オ 納税通知書の送付時期に、自己の評価額についての確認を行うのが通例となって
いることに鑑み、縦覧期間の始期（現行は原則として３月１日）を納税通知書の送

付日とする。

② 縦覧制度の拡充に伴う制度改正

縦覧制度の拡充にあわせて、次のような制度改正を検討す きである。べ

ア 固定資産評価審査委員会 の審査申出期間は、納税者の権利を拡充するため、行へ

政不服審査法上の不服申立期間と同一になるよう、納税通知書受付後60日間（現行
は30日間）とする。

イ 市町村が適正な評価を行うために十分な期間を確保できるように、価格（評価

額）決定期限を３月末（現行は２月末）とする。

ウ 償却資産に係る申告事務について納税者の便宜を図るため、申告期限を２月末
（現行は１月末）とする。
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（参考）１回目の納期限（市町村が条例で規定）が４月末とした場合の縦覧制度

１ 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月

賦課期日 償却申告 価格決定 納通 納期限
▽１／１ ▽１／末 ▽２／末 ▽ ▽市町村が条例で規定

3/1から20日間以上 10日間以上

現 縦 覧 ○

縦覧開始時～納通受付後30日間

審査申出 ○

行 納通受付時～60日間

不服申立 ○

制 注：償却資産に係る申告期限は１月末日。
価格決定期限は２月末日。
縦覧は、原則として3/1から20日間以上。

度 審査申出は、縦覧開始時から納通受付後30日間まで（審査申出事項は価
格のみ）。
納税通知書は、納期限の10日以上前に送付。
不服申立は、納通受付時から、60日間。

賦課期日 納通 納期限償却申告 価格決定
▽１／１ ▽ ▽ ▽ ▽市町村が条例で規定2/末 3/末

改 10日間以上
納通送付日（公示）から20日間以上

正 ○縦 覧
納通受付時～60日間

の ○審査申出
納通受付時～60日間

方 不服申立 ○

①縦覧期間を、納通送付日（公示）から20日間以上に。向 改正点：

②審査申出期間を、納通受付時から60日間に。

。③価格決定期限を３月末に、償却申告期限を２月末に

備考：現行制度と異なる部分をゴシック体の斜体字で示した。

（参考）

本年７月24日、内閣府に設置されている総合規制改革会議は、「重点６分野に関する中間取り

まとめ」を公表した。重点６分野の一つである「都市再生」の項目中「不動産関連情報の開示」

の中で、当面固定資産課税台帳の縦覧対象範囲の拡大を図るほか、さらなる情報開示の拡充につ

いて提言しているが、今回の縦覧制度の拡充は、あくまでも固定資産税に対する納税者の信頼確

保、市町村における課税の適正さ・公平さの確保を目的としており、不動産取引情報の開示を直

接の目的とするものではない。不動産取引の活性化という観点から、固定資産評価額を活用して

いくかどうかについては将来の検討課題と考えられる。

なお、「固定資産課税台帳の縦覧対象範囲の拡大等」、「固定資産税評価額に関する情報開示

の一層の拡充」については、改革工程表（経済財政諮問会議。平成13年９月21日）にも盛り込ま

れている。



－9－

２ 閲覧制度・証明制度について

本委員会では、平成10年度の報告書において、固定資産課税台帳の閲覧・証明制度の方

向について提言を行ったが、今年度は、第１の縦覧制度の拡充を踏まえつつ、再度検討を
行った。

(1) 固定資産課税台帳の閲覧、評価額等の証明の現状

① 地方税法の規定

地方税法における固定資産課税台帳登録事項（評価額、課税標準額等）の開示に関す
る明文の規定は、固定資産課税台帳の縦覧関係の規定（地方税法第415条等）のみであ

り、固定資産課税台帳の閲覧、評価額等の証明書の交付に係る規定はない。ただし、納
税義務者本人に対して納税証明書を交付する根拠規定（同法第20条の10）はある。また、

民事執行法においては、競売等の民事執行に必要な場合において、執行裁判所、執行官

等が請求した場合に、評価額等を開示する旨の規定（民事執行法第18条等）がある。

② 現行法の解釈と運用

納税義務者本人に関しては、納税義務者本人の資産に関する部分に限り、固定資産課
税台帳の閲覧や評価額等の証明書の交付が行われている。これは、本人に対する開示で

あり守秘義務（地方税法第22条）違反に当たらないと考えられるため、地方税法に根拠
はないが市町村において実施しているものである。

また、納税義務者本人以外の訴訟当事者等に対する固定資産税に関する評価額等の証

明についても、法令上の規定がない。そのため、納税義務者本人以外の者に対して評価
額等の証明を行っても守秘義務に抵触しない場合を通知で明らかにし、各市町村が証明

を行う運用が行われている。現在、通知により明示されているのは、次の場合である。

・ 裁判（借地非訟事件の場合を含む。）において訴訟物等の価額の算定に必要な場合
（憲法第32条の裁判を受ける権利 の配慮）へ

・ 保全命令の申立てにおいて対象不動産の価額の算定に必要な場合

（保全のための処分に必要）

・ 登録免許税の課税標準である価格の算定に必要な場合
（市町村が登記所に価格を通知していない場合に申請人本人が評価額の証明書を登記

所に提出する必要性）

なお、通知では、借地人・借家人等に対する評価額や税額の証明書の交付は認めら
れていない。
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(2) 論点

① 通知により評価額等の証明を認めていることについて

法令の根拠に基づかない通知等による行政指導は必ずしも適当でないとされており、
特に課税関係については守秘義務の対象となる場合もあり、この取扱いについては法令

に明記する必要があるのではないか。

② 借地人・借家人等について

借地人・借家人等（賃借権者、地上権者その他使用及び収益を目的とする権利を有償
で取得している者）については、その賃借料等に固定資産税が転嫁されている場合もあ

り、その場合は固定資産税の実質的負担者であるとも考えられる。

借地借家法によれば、借地人・借家人等は土地や建物に対する租税その他の公課の増
減等により、土地や建物の賃貸料等が不相当となったときは、契約の条件にかかわらず、

将来に向かって地代等の額の減額を請求できることとなっている（借地借家法第11条、
第32条）。したがって、地代や家賃の交渉において、固定資産税額を借地人・借家人等

も把握していることが前提とされているといえる。

賃貸料等について交渉したり、賃貸料等の減額を請求する場合には、土地や家屋に係
る税額を知らないと、借地人・借家人等が不利な立場に立たされることも想定される。

そのため、不当な地代又は家賃の引上げが抑止されるような配慮をするよう旧自治省・
旧建設省の通知（平成９年４月14日、平成12年５月９日）により地方公共団体に指導が

なされているところである。この問題については、借地人・借家人等に対して固定資産

税額を開示することによって解決す きではないか。べ

(3) これからの方向

このような点を踏まえ、閲覧制度、証明制度については、次のような制度を法令上整備
すべきである。

① 閲覧制度

固定資産課税台帳の閲覧を法令に位置付け、あわせてその中で借地人・借家人等に対
する閲覧制度を創設する。なお、閲覧は常に行えるものとする。

（閲覧制度の内容）

ア 納税義務者本人については、本人資産部分の閲覧

イ 借地人・借家人等については、使用収益権の対象となる土地及び家屋（家屋につい
てはその敷地も含む。）に係る部分の閲覧

② 証明制度

固定資産評価額等の証明を法令に位置付け、あわせてその中で借地人・借家人等に対
する証明制度を創設する。なお、証明は常に行えるものとする。
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（証明制度の内容）

ア 納税義務者本人については、本人資産の評価額等の証明

イ 次に掲げる場合における固定資産評価額の証明

・ 裁判において訴訟物等の価額の算定に必要な場合

・ 保全命令の申立てにおいて対象不動産の価格の算定に必要な場合

・ 登録免許税の課税標準である価格の算定に必要な場合

ウ 借地人・借家人等については、使用収益権の対象となる土地及び家屋（家屋につい
てはその敷地も含む。）の固定資産税額の証明

３ 課税明細書について

(1) 課税明細書の現状

固定資産税の課税明細書（課税資産の内訳書）については、平成６年９月の通知により

市町村に対して周知され、納税義務者に対する送付が推進されてきた。

○課税資産の内訳書の送付の推進について（平成６年９月27日自治省固定資産税課長通
知）（抜粋）

課税資産の内訳書には、土地及び家屋の課税内容を納税者自身が十分チェックできる
よう次の事項等必要な事項を記載すること。

(1)所在、地番、家屋番号

(2)価格（評価額）及び課税標準額
(3)住宅用地の特例措置、新築住宅の軽減の適用の有無等

(4)土地については、当該土地の地積及び地目
(5)家屋については、床面積及び種類（専用住宅、店舗等）

なお、必要に応じてその他の事項についても記載すること。

その後、送付を実施する団体は逐次拡大し、平成12年には、98.9%の団体が、課税明細

書の送付を実施している。

固定資産税に係る課税資産の内訳書の送付の状況
（平成１２年７月１日現在）

団　　　体 毎 年基 準 他 縦 覧納 通 他 評価額 課税 特例適用 減額適用 地 積地 目 負 担 価 格 床面積種 類

標準額 　　の表示　　の表示 水 準 下 落 率

既実施団体 2,544 634 16 232 2,834 128 3,154 3,156 2,371 2,361 3,187 3,184 226 157 3179 3117

3,194団体 79.6 19.8 0.5 7.3 88.7 4.0 98.7 98.8 74.2 73.9 99.8 99.7 7.1 4.9 99.53 97.589

未実施団体 36 団体 実施団体割合 98.9 ％

注：網掛け部分は、平成６年の通知において、必要な記載事項となっていない部分

土　　　地送付周期 送付時期 家　　屋



－12－

(2) 論点

① 通知により実施していることについて

課税明細書の送付については、通知により実施されているが、納税義務者自身が課税

内容をチェックするため極めて重要な役割を果たしていることに鑑み、法令に位置付け
る きではないか。べ

② 記載事項及び送付周期について

平成９年度評価替え以降、土地については負担水準や価格下落率の指標が導入された。
現在、多くの団体では課税明細書にこれらの指標を記載しておらず、そのため納税者自

身が評価額から課税標準額を算出することができないものとなっている。また、住宅用
地の特例措置や新築住宅の軽減についても、適用の有無だけでなく、その特例率を記載

しなければ、課税標準額を算出することはできない。納税者が自己の税額が適正か否か

をチェックするためには、このような情報を課税明細書に記載する必要があるのではな
いか。

また、一部の団体においては、基準年度においてのみ課税明細書を送付しているが、
下落修正や負担水準の変動等により、基準年度以外の年度においても評価額や課税標準

額が必ずしも据え置かれるわけではないので、毎年課税明細書を送付する必要があるの
ではないか。

(3) これからの方向

課税明細書については、納税義務者にとって必要不可欠なものとなっていることや、す
でにほとんどの団体で課税明細書の送付が行われていることから、市町村が必ず行う きべ

ものとして、法令に位置付ける きである。べ

① 送付の義務づけ等

市町村は、納税義務者に対し、課税明細書を毎年度送付しなければならない。

② 記載事項

課税明細書には、以下の事項を必ず記載するものとする。

・所在、地番、家屋番号

・評価額、課税標準額
・住宅用地の特例、新築住宅の軽減等の特例適用の有無及び特例率

・土地については、当該土地の地積及び地目、負担水準、負担調整率、価格下落率
・家屋については、種類（専用住宅、店舗等）、構造（木造、鉄筋 ンクリート造コ

等）及び床面積
・その他、税額計算に必要な事項

（注 これまでの通知では、下線部の事項の記載については、指導していなかった。）
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４ 路線価等の公開等について

(1) 路線価等について

① 現状

路線価等については、評価の適正を確保し、納税者の固定資産税に対する信頼を一層確

保することを目的として、通知等により公開することとされており、市町村の窓口におい

ては、納税義務者に限定することなく、路線価等を記載した図面が公開されている。平成
３年度の評価替え以降、計画的拡大が図られ、平成12年度の評価替えにおいて、全国で約

434万地点の路線価等が公開されている。

② 論点

路線価等の公開は、固定資産評価の適正さの確保に資するとともに、納税者の固定資産

税に対する理解に貢献していることに鑑み、法令に位置付ける きではないか。べ

③ これからの方向

路線価等の公開は、平成９年度及び12年度の評価替えを踏まえ、市町村に浸透してきた
ものと考えられるため、市町村が必ず行う きものとして法令に位置付ける。また、今後、べ

べ路線価等を記載した図面を、市町村の窓口以外においても容易に入手できるよう検討す
きである。

(2) 標準宅地の位置の公開及び鑑定評価書の開示について

① 現状

標準宅地は、プライ シ 保護の観点から具体的な表示は避けることが必要と指導されバ ー
ている。また、標準宅地の鑑定評価書については、その開示に関する具体的な取扱いが各

市町村で異なる実態にある。

（参考）宅地の評価フロー（市街地宅地評価法。このほか「その他の宅地評価法」があるが、路

線価に関する部分を除き、市街地宅地評価法と同様。）

用 途 地 区 の 区 分 住宅・商業・工業地区等の地区に区分）（
↓

状 況 類 似 地 域 の 区 分 用途地区をさらに街路の状況等が類似した地区ごとに区分）（
↓

主 要 な 街 路 の 選 定（状況類似地域ごとに主要な街路を選定）
↓
の 選 定（主要な街路ごとに標準宅地を選定）標 準 宅 地

↓
の 価 格 評 定（地価公示、県地価調査、鑑定価格の７割を目途に評定）標 準 宅 地
↓

主要な街路の路線価の付設（標準宅地の１㎡あたり価格を主要な街路の路線価として付設）
↓

その他の街路の路線価の付設（主要な街路の路線価をもとに、全街路について路線価を付設）
↓
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各 筆 の 評 点 数 の 付 設（路線価を基に、個々の土地の奥行、間口、形状等に応じた補正を
行い、評点数を付設）

↓
各 筆 の 評 価 額 の 算 出（各筆の評点数に総務大臣の示す１点当たり価格（通常は１円）を

乗じて評価額を算出）
↓

市 町 村 長 の 価 格 決 定（２月末日までに市町村長が価格を決定）

② 論点

納税義務者が自己の宅地の評価額について市町村から説明を受ける場合の主な内容は、

「市街地宅地評価法」によって評価されている地域においては標準宅地の鑑定結果に基づ
いて付設される路線価を基礎とした画地計算について、「その他の宅地評価法」によって

評価されている地域においては鑑定結果に基づいた標準宅地の評価額からの比準方法につ

いてである。

しかしながら、上記のいずれの評価法の場合も、標準宅地の位置や標準宅地の鑑定評価

書の内容を明らかにしないと、納税義務者が自己の宅地の評価額が算出されるす ての過べ

程を確認することができない。

したがって、標準宅地の位置を開示す きでないとする現在の取扱いは、納税義務者がべ

自己の宅地の評価額が適正か否かを確認するために必ずしも十分なものとはなっていない。

③ これからの方向

納税義務者が自己の宅地の評価額が適正か否かを確認するためには、縦覧制度の拡充に

より他の資産との比較を可能とすることのほか、自己の資産に関する評価の内容について
も可能な限り明らかにされることが必要である。

標準宅地の位置については、これまでプライ シ の保護の観点から具体的な表示は避バ ー

ける取扱いとなってきたが、①その位置の選定は、適正な固定資産評価を行うという公共
目的を果たすため必要であること、②標準宅地の位置自体については、客観的事実関係で

ありプライ シ を侵害する事項とまでは必ずしも言えないこと等から公開す きものとバ ー べ
考える。

なお、現在、地価公示における標準地の位置、都道府県地価調査における基準地の位置

については、地価の安定という公共目的のため地番に至るまで法令の規定により公開され
ている。

次に、標準宅地における鑑定評価書については、開示しないことを条件に収集された取

引事例に係る情報等が含まれているため、具体的な開示の範囲については検討が必要であ
るが、「市街地宅地評価法」における路線価や「その他の宅地評価法」における標準宅地

の単位当たり評価額の算出基礎となることから、基本的に開示す きものである。べ

標準宅地の位置の公開及び標準宅地に係る鑑定評価書の開示については、納税義務者の
固定資産評価に対する信頼を確保するため、法令に位置付ける きである。べ
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(3) 地番・家屋現況図の統合型ＧＩＳへの活用について

① 現状

統合型ＧＩＳ（地理情報システム）は、地方団体内で一元的に整備・管理される共用空

間デ タ（道路や建物等の地理情報を掲載したデジタル地図）を基礎として、各部局が所ー
管する行政情報を関連づけて活用するシステムであり、行政の効率化や住民サ ビスの向ー

上が期待できるものである。

共用空間デ タについては、各地方団体の実情に合わせて初期投資を抑え段階的に整備ー
する手法が現実的であるとされており、この場合、地方団体の固定資産税部局が既に導入

している業務支援システムにおける地理的情報（デジタル情報としての、いわゆる地番・

家屋現況図）を活用することが有用な一方策であると考えられている。

（参考）地番・家屋現況図について
○ 地番・家屋現況図は課税上の参考資料として作成されるものである。
○ 地番現況図は、地籍調査の成果を基に作成するか、又は、公図の各筆界の形状を尊重し、隣
接筆との関わり、居住者住所と地番の関わり、航空写真上で判読できる筆界線、登記簿地積と
図面上地積との整合性など、照応できる資料をよりどころにして想定される筆の形状位置を道
路台帳現況平面図を基に作成して、地番を付したものである。
○ 家屋現況図は、地番現況図を基礎として航空写真から判読される家屋の屋根形状の全てにつ
いて表示し、家屋番号を付したものである。

② 論点

地番・家屋現況図を統合型ＧＩＳの共用空間デ タとして活用することにより、地方団ー

体内の重複投資を回避できるメリットがあるが、課税資料として作成された地番・家屋現

況図には筆界、地番、家屋の屋根形状、家屋番号等の情報が掲載されており、これらを同
一の地方団体内であっても税務部局以外の部局等で活用することについて、守秘義務の観

点から問題はないか。

③ これからの方向

地番・家屋現況図に含まれる情報のうち、少なくとも筆界、地番、家屋の屋根形状、家
屋番号については、不動産登記法により登記所に備えられ閲覧が保証されている地図及び

建物所在図の構成要素であることから、そもそも公開しても差し支えないものであり、筆

界・地番が掲載された地番現況図及び家屋の屋根形状・家屋番号が掲載された家屋現況図
を、統合型ＧＩＳの共用空間デ タに活用することは問題ないものと考えられる。ー

なお、当然のことながら、そのような場合であっても、筆界、地番、家屋の屋根形状、

家屋番号以外の課税情報については、地番・家屋現況図に付随する等により、そのまま統
合型ＧＩＳの共用空間デ タとして他の部局等で利用されることがないように十分留意すー

きである。べ
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第１の注

○中間報告書と地方税法一部改正法の相違について

第１は、本委員会が平成13年10月に公表した中間報告書と同文である。

中間報告書公表後の平成14年２月８日に閣議決定、国会提出され、３月27日成立し

た「地方税法の一部を改正する法律（平成14年法律第17号）」及びこれに伴う地方税

法施行令等には、中間報告書の提言の大部分が盛り込まれている。しかし、事務遂行

上の観点や法制的な整理を踏まえた以下のような相違点がある。

(1) 縦覧制度の見直しについて

① 中間報告書では家屋の縦覧帳簿に登録する事項として「建築年」が入っていた

が、法律上は家屋の縦覧帳簿に記載すべき事項に「建築年」は含まれないことと

なった。これは、固定資産課税台帳に登録す き事項として「建築年」が法定さべ

れていないためである。ただし、実際に行われる家屋の評価では、いつ家屋が建

築されたかが重要な要素となるため、縦覧帳簿等に建築年を記載しても差し支え

ない取扱いがなされることとなっている。

② 中間報告書では納税通知書送付の日（公示の日）から20日間以上とされていた

縦覧期間は、「４月１日から、４月20日又は最初の納期限の日のいずれか遅い日

以後の日まで」となった。縦覧期間の始期について「４月１日」となったのは、

納税通知書の交付を受ける前に縦覧することを可能にするためであり、終期につ

いて「４月20日又は最初の納期限の日のいずれか遅い日以後の日」となったの

は、中間報告書の提言と同様、少なくとも20日間以上の縦覧期間を確保するため

である。

へ③ 中間報告書では納税通知書受付後60日とされていた固定資産評価審査委員会

の審査申出期間は、「固定資産課税台帳への登録がされた旨の公示の日から納税

通知書の交付を受けた日後60日間」となった。後述(2)の公示制度の創設を踏ま

えたものである。

④ 償却資産に係る申告期限を２月末日に変更する改正は行われなかった。これは、

納税者の視点や実務上の観点から、賛否両論があり、さらに検討を続けることと

されたことによるものである。

(2) 固定資産課税台帳の登録事項が更新された旨の公示制度について

縦覧制度の見直しにより、土地・家屋の評価額等の縦覧は固定資産課税台帳では

なく新たに市町村が整備・調整する縦覧帳簿を対象として行われることとなる。
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このため、納税義務者本人の資産に係る情報のうち課税標準額等固定資産課税台

帳の登録事項であっても縦覧帳簿に登録されていないものについての情報開示の制

度化が問題となった。

従来から、固定資産課税台帳の納税義務者本人の資産に関する部分に限り、閲覧

を認める等の取扱いが実務上行われていたが、これを法令に位置づけ、固定資産課

税台帳の本人所有資産部分を閲覧できることを新たに納税者の権利とすることとし

た。

この場合、登録事項には毎年度更新されるものがあるが、どの時点から新年度の

課税標準額等の閲覧が可能になるかを納税者に知らせるため、公示制度を創設する

こととされた。

（注） 改正後の縦覧制度と新しい閲覧制度の違い

改正後の新たな縦覧制度の対象は固定資産課税台帳ではなく、評価額まで

記載された土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿であり、縦覧期間中

において自己の資産のみでなく同一市町村内（東京２３区は特別区ごと、政

令市は区ごと）の土地、家屋の価格を縦覧することができる。一方、閲覧制

度の対象は固定資産課税台帳であり、時期を問わず自己の資産に関する部分

のみを閲覧することができる。

(3) 課税明細書について

土地の課税明細書について記載す きとされた事項のうち、「負担水準」、「負べ

担調整率」及び「価格下落率」は今回は法改正されなかった。これらの事項は、税

負担の調整措置に係るもので平成14年度分までしか法に規定されていないため、平

成１５年度の税制改正において検討されることになる。

（なお、改正内容については資料編Ｐ３５～Ｐ３７参照のこと。）
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第２ 地方分権時代における固定資産税制度について

はじめに

地方分権推進法の成立を機に、地方分権の推進は議論の段階から実行の段階 入ったへ

といわれている。他方、地方分権を進める上では、国から地方 の税源委譲を含め地方へ

税源の充実確保が残された大きな課題であり、この点に関しては、地方分権は未だ未完

成の状況にあるといってもよいであろう。今後税財政面も含めたより本格的な地方分権

の実現が強く望まれるものである。

地方分権の進展に応じて、地方団体がより自主的・自立的な行政運営を行えるように

するためには、地方団体の財政的基盤を充実強化していくことが大切である。

固定資産税は、市町村税収の約4５％（平成12年度決算）を占める市町村の基幹的税

目であるだけでなく、どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としており、税

源の偏りも小さいため、今後地方分権が本格化していくにつれて、ますます重要な位置

づけを担っていくものである。

福祉、教育、環境対策など増大が予想される地域の行政サ ビス需要に対応していくー

ため、地方団体は、住民との信頼関係の上に立ち十分な意思疎通のもとで行政サ ビスー

は行われる きものである。このため、分権型社会においては、住民に身近な行政はでべ

きる限り身近な地方団体において処理することが基本とされる。

税がどう使われるかを監視する機能を住民（納税者）が十分に発揮するためには、地

方団体が情報公開を推進することを前提として、住民が参加と選択を通じて住民意思を

表明していくというような地方団体の意思決定と住民の意思表示の緊密な連携が必要と

なるものである。

さらに、住民が地方団体の意思決定主体としての役割を十分に果たしていくためには、

税制面においても、受益と負担の明確化、制度の簡素化、情報開示の推進等が必要な要

素となる。

こうした観点を踏まえ、資産の保有と市町村の行政サ ビスとの間の一般的な受益関ー

係に着目した応益課税である固定資産税が、地方分権が進展していく時代（地方分権時

代）においてどのような制度であるべきかについて検討することにした。

なお、本委員会の検討の中での主な意見については、それぞれの項目ごとに○印を付

して整理している。

１ 地方分権時代の固定資産税制について議論すべき事項

固定資産税の課税標準は、基準年度の賦課期日における「価格」であり、価格とは

「適正な時価」をいう（地方税法第349条第１項及び第341条第５項）。

地方税法の本則に従えば、税額は、課税標準である「価格」に税率をかけることによ

り算出されることとなっており、これが固定資産税の基本的な骨格である。

しかしながら、現在では、課税標準の特例等が複雑なものとなっており、価格がその

まま課税標準額となる き制度本来の姿からはかけ離れた状態にある。この結果、受益べ

と負担の明確化を図ろうとしても困難な状況にあるといっても過言ではないであろう。
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(1) 課税標準の特例等による国の調整措置について

現行の固定資産税制で、評価から賦課決定に至るまでの税額決定過程の中で課税標

準の特例等により調整を加えている措置は、次の①～④の類型にまとめることができ

る（非課税措置は、重要な問題ではあるがそもそも納税義務が発生しないのでここで

の分類からは除いている。）が、特に②の負担調整措置は、課税標準が収斂す き時べ

期や水準が決まっておらず、固定資産税制について思い切った改革を行いにくくして

いる大きな要因と考えられる。それぞれの類型の特質及び検討す き事項としては次べ

のようなことが考えられる。

① 用途の公共性等に着目した一般的な課税標準の特例

公共性等に着目して個別に講じられている課税標準の特例措置は地方税法（以下

「法」という。）第349条の３及び附則第15条に規定している。

公益法人、特殊法人等に対する特例は、国の予算や法律等に基づき行う公共性の

高い一定の業務の用に供する固定資産について、当該業務の公共性に鑑み設けられ

ているものである。

また、電気・ガス・鉄道事業等の用に供する固定資産に対する特例措置は、これ

らの事業においては、投下資本が多額に上り、設備を新設した当初においては、税

額が極めて多額なものとなるので、相当の期間その負担を緩和し、公共料金の安定、

国際競争力の強化、公害対策の充実を推進させる等の必要があることから設けられ

ているものである。

このような国の経済政策や国民生活への配慮等の観点から設けられている政策目

的推進のための特例措置は、課税の適正化の観点から、政策目的が合理的か政策手

段として妥当か、利用の実態が低調となっていたり一部の者に偏っていないか等の

観点に基づき、今後も引き続き整理合理化を行うことが必要である。

（主な意見）

○ 市町村の減収につながる特例措置を政策的判断により行うことを、今後も国の

責任で措置していくことについては、分権時代においてはこれまで以上に厳格に

考える必要があるのではないか。

② 負担調整措置

宅地に係る負担調整措置については法附則第18条等で規定している。

法の本則においては、課税標準額が価格すなわち資産の評価額と等しいことは前

述のとおりである。しかし、土地の評価については、昭和の終わりから平成のはじ

めにかけての著しい地価高騰の中で、大都市地域の宅地を中心に固定資産評価額の

地価公示価格に対する割合が低下するとともに、評価水準のばらつきが顕著になっ

た。

こうしたことを背景として、土地基本法第16条、「総合土地政策推進要綱」、

「平成３年度の税制改正に関する答申」などの趣旨を踏まえ、平成６年度に地価公

示価格の７割を目途とする評価替えが実施され、更に平成９年度の評価替えで負担

水準（評価額に対する前年度課税標準額の割合）の均衡化を基本とする税負担の調

整措置が導入され相当の成果が上がっている。
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しかしながら、個々の宅地の急激な税負担の上昇に一定の歯止めをかけているた

め、現在でも、宅地ごとの負担水準にはばらつきが残っており、実際の課税標準額

は、本則による課税ではなく、前年度課税標準額に負担水準に応じた負担調整率を

かけたものとなっている場合が多い。

資産価値に応じて課税することにより公平が保たれるとする固定資産税において

は、同じ価値の宅地であれば同じ税負担である きであり、負担水準の均衡化は早べ

急に図られる きである。べ

分権時代における固定資産税を考えた場合、水平的な課税の公平が未だ達成でき

ていない点だけでなく、課税の公平のために採用されている負担調整措置自体が、

課税標準額が評価額でなく、前年度課税標準額を スに新課税標準額を算出するベー

など極めて複雑なものであることも大きな問題点と考えられるのではないか。

また、商業地等において負担水準の上限を設けている（平成14年度は70％）こと

も制度を複雑にしている一因となっている。

分権時代における簡素な固定資産税制を実現するためにも、負担水準の均衡化を

早期に実現し、負担調整措置を行う必要のない制度にすることが重要ではないか

（この点については、２において詳述されている。）。

（主な意見）

○ 固定資産税制度は評価額と課税標準をイ ルにするような簡素な税を目指すコー

きである。べ

③ 住宅用地特例等

住宅用地特例等については法第349条の３の２等で規定している。

現在、住宅用地については、その税負担を軽減する必要から、課税標準の特例措

置が設けられている。

現行の特例措置は、小規模住宅用地（200㎡以下の住宅用地又は200㎡を超える住

宅用地のうち200㎡までの部分）については課税標準額をその価格の１／６、小規

模住宅用地以外の一般住宅用地については課税標準額を１／３とする内容であるが、

これを評価額を100％とした場合の割合に置き換えることとすると、小規模住宅用

地は16.7％、一般住宅用地は33.3％ということになり、70％を上限とする商業地等

に比べてかなり低く抑えられている。

この特例は、国が居住用資産の性格に応じた税負担の軽減を図る見地及び住宅政

策の見地から行っているものであり、実質的には、商業地と住宅用地の資産別の負

担割合を決定していることになる。

現行固定資産税の制度では、単一税率が予定されており、固定資産の種類により

異なった税率を定めることはできないものと解されている（昭和30年３月７日付け

自丙市発第22号）。こうした考え方に従えば、国が課税上の資産別の負担割合を決

定することになる。

分権時代の固定資産税においても、国が住宅政策等の見地に立ち資産別の負担割

合を決定していくのか、例えば資産用途別分類課税の採用等により市町村が資産別

の負担割合を決定していくこととするのかについても検討する必要があるのではな

いか（(2)① 参照）。エ
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（主な意見）

○ 固定資産税を資産価値に応じて課税する物税として構成していき、例えば小規

模住宅用地に対しては、人の居住という要素に着目して６分の１の課税標準の特

例措置が講じられているが、このような特例は、長い時間をかけて固定資産税の

世界から追い出していくような取り組みが必要である。

○ 小規模の宅地について、今権利を持っている人たちにとっては特例措置はいい

ことかもしれないが、流通を遮るとか、色々な問題が生じてくるわけであるから、

全てを同一にして機会の均等をするのが正しいやり方である。また、都心の200

㎡と郊外の200㎡とは全然違うのに、規模だけで縛っているというのは、本当に

いいのかどうか。

○ ４分の１を６分の１にしたのは、負担調整と同じで要するに増税しないという

考え方で、経済的ロジックとは全く無関係なところで決まっている話であり、そ

の ミットメントをどう考えるかということ。ある き姿とそこに行く合理的なコ べ

調整というのがやっぱりある きだろう。調整そのものもやはり合理的にするよべ

うなシステムを考える きだ。べ

④ 税額の軽減措置

税額の軽減措置については、法附則第16条等で規定しており、新築家屋等に対す

る軽減措置等がある。

新築家屋に対する税額の軽減措置については、昭和39年度に法定化された。

課税標準の特例措置ではなく税額に対する軽減措置として法律上の制度となった

のは、それ以前には、条例による税額の減免措置を通知で行政指導されていたこと

等によるものと考えられる。

このように市町村の決定する税率に基づき算定した後の税額について国が減額措

置を規定していることは、制度を一層複雑なものにしている一因ともなっている。

(2) 市町村による調整措置について

① 税率

法第350条は、固定資産税の標準税率を1.4％としている。

また、標準税率を超える税率で課税する場合においても、2.1％を超えることが

できないこととしている（制限税率）。

また、法は、公益等の理由による不均一課税（法第６条）が認められる場合を除

いて、同一の税率の適用を予定している。

地方財政法では、公共施設等の整備のための財源とする場合の地方債については、

普通税の税率が標準税率以上である地方団体に限り発行できる（標準税率未満団体

の起債の禁止制度）こととされていたが、地方分権一括法（平成11年）により許可

制度に移行するように改正された。

ただし、平成17年度までの間は従来どおり禁止とする経過措置がおかれている。
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したがって、税率については、市町村の判断により少なくとも標準税率から制限

税率の幅の中で自由に決定することができるが、平成13年４月１日現在、標準税率

を採用している団体が2,951団体（91.4％）と大半を占め、超過税率採用団体は276

団体、実際に平成12年度から平成13年度にかけて税率を変更した団体は４団体にと

どまっている。

標準税率については、「地方団体が課税する場合に通常よる き税率でその財政べ

上の特別の必要があると認める場合には、これによることを要しない税率」とされ

ており、同時に地方交付税の「基準財政収入額の算定の基礎として用いられる税

率」（法第１条第１項第５号）である。

したがって、超過課税をして収入が増加しても、仮に標準税率を下回る税率で課

税して収入が減少しても交付税の計算上は標準税率で課税しているのと同じことと

なる。

これらを踏まえて、今後検討す き事項として次のようなことが考えられる。べ

ア 標準税率のあり方

「通常よる き税率」として維持するか。普通交付税の基準財政収入額の算定べ

にのみ用いるか。

イ 標準税率未満の税率採用団体に対する起債制限について

平成18年度以降は標準税率未満の税率を採用する団体に関する公共施設等の整

備のための地方債発行は許可制になるが、本格的な分権時代においても、税の徴

収を徹底しないまま財源を起債に頼ったり、市町村間での税率下げ競争といった

モラル・ ザ ドを招かないようにするため許可制を続けるか。それとも市町村ハ ー

財政について自己決定・自己責任を徹底するという考え方から許可制を協議制に

更に変更するか。あるいはモラル・ ザ ドを招きにくいと考えられる不交付団ハ ー

体についてだけ協議制として自由化を進めるか。

ウ 制限税率について

現行（２．１％）の水準、制度を維持するか、撤廃するか。

資産用途別分類課税についてエ

資産別の税率を決定できるようにして、資産別の負担割合の決定権限を市町村

に委ねるか。

（主な意見）

○ シャウプ勧告の際の標準税率は、いやしくも交付税をもらうのであれば、ここ

まで努力しなさいという水準を示していたもので、交付税は本来一般的交付金な

ので、何に使ってもいいはずなので、特別の財政需要がないとこれ以上税率をあ

げてはいけないとかいう考え方はなかった。

○ 固定資産税は市町村税の45％を占めているわけで、これは、地方税がカウンシ

ルタックスのみとなっているイギリスを例に見てみると、イギリスの財政調整制

度の場合、カウンシルタックスで調整するわけだが、税率を低く抑えているとこ

ろは少ししか交付税のようなものがこないので、何か特別の仕事をしようとすれ

ば、税負担をあげなければならない。これが負担と受益という関係を住民に浸透

させるのに役立っているわけで、日本の交付税制度もそういう要素を入れなけれ

ばならないのではないか。
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○ 完全な受益と負担の関係が確立しない時点においては、あまり無茶なことをし

ないようにとの制限として標準税率や制限税率が存在していると思うので、地域

としての独自性を持って自由に決められるといったところまで時代が進んで、そ

れが受益と負担の関係の中で満足のいく状態であれば、標準税率や制限税率は必

要なくなるのではないか。

○ 移動性の高い課税 スの場合には、税率決定権を認めると有害な引き下げ競ベー

ハー争が起こるが、そういった観点から見ると、税率決定権を与える場合に一番

ムフルな（有害な）タックス・ ン ティションが発生するのは法人所得、二番コ ペ

目は、消費と個人所得、そういった有害な影響が出てこないのは固定資産税であ

り、他の課税 スと比較して、相対的に税率決定権を認める正当性が高いといベー

うことを強調す きではないか。べ

○ 起債許可制度のような直接的な ントロ ルは外さざるを得ないが、標準税率コ ー

の縛りは起債制限比率などと同様に間接的な規制として残しておかないと破産を

認めていないこととの整合性がとれない。一方で、わずかでも標準税率より下げ

たら起債ができなくなるようでは非常に硬直的なシステムなので、長期的にはも

う少し地方団体の自己責任を認めていくべきである。

② 条例に基づく負担軽減措置について

市町村が行う固定資産税の負担を軽減する措置については、法第６条（課税免除、

不均一課税）及び第３６７条（減免）などの規定がある。

法第６条第１項は、課税免除と呼ばれており、そもそも地方団体が自主的に納税

義務を発生させない措置であり「市町村の自主的な非課税措置」であるのに対し、

法第６条第２項は、専ら課税の軽減のための措置である。

他方、法第３６７条は納税義務が発生した後、納税義務者の個々の事情に着目し

て、税を減免するところに特徴がある。

条例に基づく負担軽減措置について分権時代における地方税法上どのように位置

付けるか等について、検討していく必要があるのではないか。

（主な意見）

○ 地方税法３６７条の規定の解釈については、宇都宮地裁の判決以降、公益上の

必要性といったものが盛り込まれたところであるが、地方分権の観点から減免を

使って自治体の課税自主権を認めようとしている動きがあるが、このような条例

の打ち出し方には問題があるのではないか。

(3) 国（地方税法）と市町村（条例）の調整部分の明確化

現在の固定資産税額の算出過程には(1)(2)にあるように国及び市町村が行う多くの

税負担の調整措置がある。

分権時代においては、宅地に係る負担調整措置は役割を終了していると考えられる

が、これに加え、国と市町村の役割分担を単純化、明確化していく必要があるのでは

ないか。
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例えば、国は、固定資産評価基準の策定から(1)①と③の調整だけを行い課税標準

額決定までの過程を分担し、これに対し市町村は住民の参加と選択の中で、税率を決

定し、さらに条例に基づき負担軽減するという形も考えられるのではないか。

いずれにせよ、国の政策的調整に対し、個々の市町村が自らどのような調整を行っ

ているのかが明白になることが望ましいのではないか。

（主な意見）

○ 課税標準額を国がある程度決定をして、その税率ないし減免の決定については、

市町村が独自に行うという方が、納税者にとっては親切ではないか。

２ 地方分権時代の固定資産税制を実現する際に解決すべき事項

１(1)②で述べたように、宅地の負担水準にはばらつきが残っている。同一市町村内

及び市町村間それぞれについてのばらつきの実態と解決す き課題の検討結果は以下のべ

とおりである。

(1) 市町村内における負担水準のばらつき

今回、市町村内の負担水準のばらつきについて、アンケ ト調査等を行った。ー

その結果、個々の宅地ごとに10％未満から75～80％以上まで負担水準の大きなばら

つきが見られた。全国的には、負担水準の均衡化は相当進んでいる一方で、個々の宅

地ごとに着目すると、依然として負担水準が相当低い宅地が存在する。

調査対象の市町村においては、概して負担水準の高い宅地ほど一般的に単位面積当

たりの評価額が高いことが確認できた。面積当たりの評価額が高い宅地は古くから形

成された中心市街地や開発が一定程度済んでいる地域にあり、もともと地価が高かっ

たことに加えて、 ブル崩壊後の地価下落率も相対的に大きかったこと等により負担バ

水準が高くなったと考えられる。

また、相対的に負担水準が低い土地は、そもそも平成５年度まで（７割評価導入

前）の評価水準が低かったことが理由にあげられるが、これに加え、次のような例が

あることがわかった。

ア 市街地周辺における大規模分譲地、産業団地等周辺の土地

イ 主要道路の開通で店舗が急速に進出した土地

ウ 新規に宅地造成された地域（地目変換を伴わないもの）

これらの例から判断して、開発の進展等により地価が急激に上昇した地区において、

負担調整措置等があるために、評価額の上昇割合に課税標準額が追いつかないことが

考えられる。

負担調整措置が撤廃され、完全に地価に連動した形で課税標準が決定されることに

なった場合に、あくまでも課税標準額を評価額にするのか、税額が急上昇した場合に

ついて、国又は市町村がこれまでの負担調整措置のような何らかの税負担急増緩和の

ための措置を設ける きかどうかも検討す き課題となると考える。べ べ
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(2) 市町村間における負担水準のばらつき

市町村の平均負担水準も均衡化の方向にあるものの、依然として市町村ごとに大き

くばらついている。

商業地等における平均負担水準が20％未満の市町村は、30団体（平成12年度）あり、

その多くは、島しょ部特に離島にある町村や、山間地域の過疎町村である。

一方で、商業地等における平均負担水準が80％以上であるものは30団体ある。

なお、市町村間における負担水準のばらつきは、現在普通交付税の基準財政収入額

が実質的に現実の負担水準に従った現実の課税標準額を スに算出されていることベー

により、仮に２つの市町村の評価水準が同じであった場合でも、平均負担水準の低い

市町村の方が固定資産税に係る基準財政収入額が少ないものと算定され、結果として

普通交付税が多額になるという状況を発生させていることも解決す き課題の一つとべ

考える。

(3) 早急に解決すべき負担水準のばらつき

同一市町村内の宅地を含め負担水準のばらつきはなお相当程度存在している。もと

より税率の決定権限は地方団体の課税自主権として重要なものではあるが、このよう

な状況の下では、税率が直ちに各市町村及び各納税者の実際の税負担の水準を示すこ

とにはならないため、各市町村ごとの税負担水準の調整を税率の変更に期待すること

は適当ではない。

したがって、本委員会で検討してきた分権時代の固定資産税のあり方を今後実現可

能にしていくためには、負担水準の均衡化を早期に実現することが何よりも重要であ

る。

（主な意見）

○ 全国の負担水準を均衡化させるという過程において、当然、市町村内のばらつき

も収束するわけであるが、これは、公平性を尊重し、同じ税率をかける市町村内に

ばらつきがあってはならないということで、まずはこの問題を中心に対応していく

きである。べ

○ 将来的には固定資産税の負担水準を一定の割合に収れんさせていくことは重要で

ある。

○ アメリカで既になくなったレ ュ ・シェアリングの制度においては、補正係ベニ ー

数の中に課税努力という項目があったが、地方交付税においても、がんばって負担

水準の均衡化に努力するところには補正係数か何かで手厚くいくような制度があっ

てもいいのではないか。

○ 超過課税をしていることによる増収分を交付税の算定で考慮しないこと自体は大

変いいことだが、モラル・ ザ ドを問われないようにするために努力をしないとハ ー

ころは面倒を見ないようにしてそれだけの努力をしてもらうようなことは当然であ

るという姿勢にスタンスを移すことができないか。
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○ 現行の交付税制度が、地方公共団体の財政改善努力にマイナスの効果を与えてい

るかどうかについては、固定資産税については、少なくとも平成６年度以前は評価

額について裁量権があったわけで、仮定に基づけば不交付団体の負担水準が高く出

て、交付団体の負担水準は低く出るはずであるが、3,300の市町村のデ タからはー

そのような相関関係が統計的には検出できない。よって、交付税があるから負担水

準がばらつくといった議論は、必ずしも実証的には確認されない。

○ カナダでは、財政調整を行う際に、固定資産税関連の調整交付金が全体の３割く

らいを占めているが、州間の評価水準はものすごいばらつきがあるので、現在では、

これらの評価額は使用せず、居住用の家屋については各州のＧＤＰ統計を基礎とし

た資本ストック、土地については、可処分所得で間接的に積算する方法を採用して

いる。

○ 課税 スをどのように算定するかといったところがばらばらになった場合、納ベー

税者が必要とする情報は、税率以外にも課税 スについてのあり方についてまでベー

承知した上でないと、負担額がわからないということになり、納税者が受益と負担

を判断するのが難しくなるのではないか。

（その他）

全般にわたるものとして、次のような意見も寄せられた。

ー○ 家屋の評価は、経済学的に正しいやり方である再建築価格でやっているが、マ

ケットではちゃんと評価をやっていないわけで、ほとんど10年経ったらゼロになっ

てしまう。皆マ ケットで考えているから、あまりにも高いからという話になるのー

で、何ともできない大きな問題であるが、おそらくマ ケットを変えていかなけれー

ばいけない。

○ 用途の指定が現状を反映しているかどうかというような問題も評価にはあり、こ

れが本当に正しいかどうかを含めて何らかの意味でディスピュ トをちゃんと解決ー

するようなシステムもつくらないといけないのではないか。

○ いわゆるゾ ングを含めた土地利用等の規制的な政策手段と軽減税率をはじめーニ

減免も含めた税制による政策の総合的な観点がないのではないか。実際に首都圏の

土地利用をどういうふうに考えて、ゾ ングをあわせながらどういうふうに税をーニ

組み立てていくのかという視点がどうも欠けているような気がする。
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おわりに

以上、今年度の調査研究は、まず第一に、当研究会で８年度以降数度にわたり検討し

てきた固定資産税における情報開示について、締めくくり的な議論と具体的な制度設計

の提案を行った。

その情報開示に関する内容については昨年10月に当研究会としては異例な形ではある

が「中間報告」を国民や市町村に対して公表し、これに対しての意見に基づき平成14年

度税制改正により実現の運びとなった。

当研究会の目的が自由闊達に固定資産税制を議論することにあるとしても、結果とし

て具体的な制度改正として実現されるに至ったことは喜びでもある。

もとより、情報開示の問題は時代と共に変遷する国民の意向を十分に勘案することが

必要なことであり、当報告書にも述 たように、今後の現実の運用の実態を踏まえ、更べ

に改善す き点はないか検討していく必要がある。べ

第二に、地方分権時代の固定資産税制のあり方について議論を行ったが、この点につ

いては、十分な議論の機会がとれず結論を得るに至らなかった。

このため、これまでの当研究会の議論の実績から、問題点を再度整理し、今後更に検

討を深める事項を列挙するにとどまった感がある。

しかしながら、将来的な分権時代の固定資産税制を議論するに従って、現在の負担水

準のばらつきが極めて大きな問題であることが浮き彫りとなってきたところである。

今後も、中長期的な課題について引き続き議論していくと共に、負担水準の均衡化に

対する処方箋を早期に見いだしていくことも重要検討課題であろう。





資 料 編
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情報開示に関する検討項目

１．固定資産課税台帳を縦覧できる範囲の拡大

（問題点）固定資産課税台帳の縦覧においては、自分の固定資産の部分しか見ること
ができない。このため、他の固定資産の評価額との比較ができず、自分の
固定資産に対する評価が適正かどうかを判断することが困難。

【論点】① 固定資産課税台帳の縦覧の際、他人の固定資産の部分も見ることができる
ようにすることの是非
② （①で、見ることができるようにす き場合）べ
・評価額に加え、課税標準額や所有者名も見ることができるようにす きか。べ
・土地、家屋、償却資産す てについて、見ることができるようにす きか。べ べ
③ 個人情報保護法制との関係
●ｃｆ 国政モ タ の実施により、世論の動向を把握ニ ー

２．固定資産課税台帳の閲覧・証明制度の創設

（問題点）現在、固定資産課税台帳の閲覧・評価額等の証明については、法令上の規
定がなく、通知により実施されているが、法令化が必要ではないか。ま
た、借地人等固定資産に対し使用収益権を有する者は、税負担が転嫁され
ているにもかかわらず、課税情報が開示されていない。

【論点】① 閲覧・証明制度の法令化
② 借地人等に対する閲覧・証明制度創設の是非

３．課税明細書の法令化及び記載事項の充実

（問題点）課税明細書は、法令上の規定がなく、平成６年度評価替えの際の通知によ
り導入されているが、法令化が必要ではないか。また、平成９年度評価替
えの際に負担水準、負担調整率等が導入されたが、課税明細書の記載事項
は改正されておらず、税額の計算を行うために不十分ではないか。

【論点】① 課税明細書の法令化
② 課税明細書の記載事項の充実

４．路線価公開の法令化

（問題点）平成９年度評価替えより、す ての路線価等を公開するよう通知しているべ
が、法令化が必要ではないか。

【論点】① 路線価等の公開の法令化

５．その他評価・課税情報の開示

（問題点）納税者に信頼される固定資産税制を確立するため、評価・課税情報の一層
の開示が必要ではないか。

【論点】① 標準宅地の地点の公開の是非
② 標準宅地に係る土地鑑定書の公開の是非
③ 地方公共団体に導入が予定されている「統合型ＧＩＳ」に「地番現況図」
及び「家屋現況図」を活用することの是非
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６．縦覧期間、価格決定期限等の改正（１．と関連）

（問題点）納税通知書送付後でも固定資産評価審査委員会 の審査申出が可能となっへ
ている（平成11年法改正）ことから、固定資産課税台帳の縦覧期間（現行
：原則として3/1から20日以上の期間）を、「価格決定時又は納税通知書
送付時から一定の期間」としても差し支えないのではないか。これに伴
い、市町村長の価格決定期限（現行：２月末日）を改正しても差し支えな
いのではないか。

【論点】① 固定資産課税台帳の縦覧期間の改正
② 市町村長による価格決定期限（あわせて償却資産の申告期限）の改正
③ 固定資産評価審査委員会 の審査申出期間の改正へ
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改正案の概要

１回目の納期限（市町村が条例で規定）が４月末である場合の縦覧制度
１ 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月

十 賦課期日 償却申告 価格決定 納通 納期限
一 ▽１／１ ▽１／末 ▽２／末 ▽ ▽市町村が条例で規定
年
度 10日間以上3/1から3/20

改 ○縦 覧
縦覧期間＋10日間正

前 ○審査申出

賦課期日 償却申告 価格決定 納通 納期限
▽１／１ ▽１／末 ▽２／末 ▽ ▽市町村が条例で規定

3/1から20日間以上 10日間以上現
縦 覧 ○

縦覧開始時～納通受付後30日間
行 審査申出 ○

納通受付時～60日間
不服申立 ○

制
注：価格決定期限は２月末日。縦覧は、原則として３／１から20日間以上。
審査申出は、縦覧開始時から納通受付後30日間まで（審査申出事項は価

度 格のみ）。納税通知書は、納期限の10日以上前に送付。不服申立は、納
通受付時から、60日間。

賦課期日 納通 納期限償却申告 価格決定
▽１／１ ▽ ▽ ▽ ▽市町村が条例で規定2/末 3/末

10日間以上
納通送付日（公示）から20日間以上あ

り ○縦 覧
方 自己の台帳登録事項は常に閲覧可能
研 ○閲 覧

納通受付時～60日間で
の ○審査申出

納通受付時～60日間提
言 不服申立 ○

①縦覧期間を、納通送付日（公示）から20日間以上に。改正点：
②審査申出期間を、納通受付時から60日間に。

。③価格決定期限を３月末に、償却申告期限を２月末に

賦課期日 償却申告 納通 納期限価格決定
▽１／１ ▽１／末 ▽ ▽ ▽市町村が条例で規定3/末

10日間以上
4/1から4/20又は納期限の日のいずれか遅い日以後の日まで

改 ○縦 覧
自己の台帳登録事項は常に閲覧可能
○閲 覧

～納通受付後60日価格登録の公示日
正 ○審査申出

納通受付時～60日間
不服申立 ○

①縦覧期間を、４／１から4/20又は納期限の日のいずれか遅い日以後改正点：
の日までに
②閲覧制度を創設（価格登録の公示日から新年度の価格等閲覧可能）案
③審査申出期間を、価格登録の公示日（＝閲覧開始日）から納通受付
後60日までの間に。

。④価格決定期限を３月末に

備考：現行制度と異なる部分をゴシック体の斜体字で示した。
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固定資産税における情報開示に係る地方税法改正について

固定資産税の納税者の信頼や、市町村の評価事務の適正さ・公平さを確保するため、

縦覧制度の見直し等を実施する。

１．縦覧制度の見直し

（１）土地価格等縦覧帳簿、家屋価格等縦覧帳簿の作成

市町村長は、毎年３月31日までに、次の事項を記載した土地価格等縦覧帳簿及び家屋価

格等縦覧帳簿を作成しなければならないこととする。

① 土地価格等縦覧帳簿 所在、地番、地目、地積、価格

② 家屋価格等縦覧帳簿 所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

（２）縦覧帳簿の縦覧

市町村長は、毎年４月１日から、４月20日又は当該年度の最初の納期限の日のいずれか

遅い日以後の日までの間、土地価格等縦覧帳簿を当該市町村内に所在する土地に対して課

する固定資産税の納税者の縦覧に、家屋価格等縦覧帳簿を当該市町村内に所在する家屋に

対して課する固定資産税の納税者の縦覧に供しなければならないこととする。

２．課税明細書の送付制度の創設

市町村長は、土地又は家屋に対して課する固定資産税を徴収しようとする場合において

は、次の事項を記載した課税明細書を、納期限の10日前までに納税者に送付しなければな

らないこととする。

① 土地 所在、地番、地目、地積、価格、課税標準額、軽減税額

② 家屋 所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格、課税標準額、軽減税額

３．固定資産課税台帳の閲覧制度の創設

市町村長は、納税義務者その他の者（政令で、借地借家人等を規定する予定）の求めに

応じ、固定資産課税台帳のうち、これらの者に関する固定資産について記載されている部

分を閲覧に供しなければならないこととする。
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４．固定資産課税台帳記載事項の証明制度の創設

市町村長は、納税義務者その他の者（政令で、借地借家人等を規定する予定）から請求

があったときは、固定資産課税台帳に記載された事項のうち、これらの者に関する固定資

産に関する一定の事項を証明しなければならないこととする。

５．宅地の標準的な価格の閲覧制度の創設

市町村長は、固定資産の価格等を決定した場合においては、遅滞なく、地域ごとの宅地

の標準的な価格（総務省令で、路線価及び標準宅地とする予定）を記載した書面を一般の

閲覧に供しなければならないこととする。

６．その他

（１）固定資産の価格等の決定期限の改正

固定資産の価格等の決定期限を３月31日（現行：２月末日）とする。

（２）固定資産課税台帳に価格を登録した旨の公示制度の創設

市町村長は、固定資産課税台帳に登録すべき固定資産の価格等のすべてを登録したとき

は、その旨を公示しなければならないこととする。

（３）固定資産評価審査委員会への審査申出期間の改正

固定資産評価審査委員会への審査申出期間を固定資産課税台帳に登録すべき固定資産の

価格等のすべてを登録した旨を公示した日から納税通知書を受けた日後60日まで（現行：

縦覧期間の初日から納税通知書を受けた日後30日まで）とする。

７．施行期日

５．に関する事項 平成14年４月１日

１．２．６．に関する事項 平成15年１月１日（平成15年度分の固定資産税から適用）

３．４．に関する事項 平成15年４月１日
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固定資産税における情報開示の推進についての主な改正事項

１   固定資産課税台帳の縦覧制度の拡充

２   固定資産課税台帳の閲覧制度、評価額等の証明制度の創設

現行
　 縦覧範囲＝台帳の自己の資産に関する部分に限定

現行
　 縦覧範囲＝台帳の自己の資産に関する部分に限定

改正後

　 他の土地・家屋（同一市町村内）も縦覧可能

　（ 評価額等を記載した「縦覧帳簿」を新たに整備）

改正後

　 他の土地・家屋（同一市町村内）も縦覧可能

　（ 評価額等を記載した「縦覧帳簿」を新たに整備）

　「他の資産の評価額
　と比較し適正さを判断
　したい」との要請

　「他の資産の評価額
　と比較し適正さを判断
　したい」との要請

守秘義務の対象とな

る場合もあり法令に
明記する必要がある

のではないか

守秘義務の対象とな
る場合もあり法令に

明記する必要がある

のではないか

現行

　・ 地方税法上に明文の規定はない
　・ 閲覧、証明の範囲＝当該資産の納税義務者本人に限定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

現行

　・ 地方税法上に明文の規定はない
　・ 閲覧、証明の範囲＝当該資産の納税義務者本人に限定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

借地人・借家人等は固
定資産税の実質的負
担者であり、「当該資
産の税額について承
知したい」との要請

借地人・借家人等は固
定資産税の実質的負
担者であり、「当該資
産の税額について承
知したい」との要請

改正後
　・ 法令上位置付ける

　　（借地人・借家人等に対する開示については政令事項）

改正後
　・ 法令上位置付ける

　　（借地人・借家人等に対する開示については政令事項）
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与党平成14年度税制改正大綱（抄）
（平成13年12月14日）

十 その他

（地方税）

１ 固定資産税に対する納税者の信頼を確保するため、固定資産税の情報開
示について、以下の措置を講ずる。

(1) 縦覧制度を改正し、納税者が自己の固定資産と他の固定資産の評価額
を比較できるようにするため、新たに縦覧帳簿（仮称）を整備する等の
措置を講ずる。

(2) 固定資産課税台帳の閲覧制度及び固定資産の評価額等の証明制度を創
設するとともに、借地人・借家人等が借地・借家対象資産の固定資産税
額を閲覧できる措置を講ずる。

(3) その他固定資産税に係る情報開示に必要な事項を整備する。
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固定資産課税台帳の縦覧に係る地方税法の規定等

１．地方税法の規定

（固定資産課税台帳の縦覧）

第415条 市町村長は、毎年３月１日から20日以上の期間、固定資産課税台帳又はその写し（当該
固定資産課税台帳の備付けが第380条第２項の規定により電磁的記録の備付けをもつて行われて

いる場合にあつては、当該固定資産課税台帳に記録をされている事項を記載した書類。次項、第
417条第１項並びに第419条第３項及び第４項において同じ。）をその指定する場所において関係
者の縦覧に供しなければならない。ただし、災害その他特別の事情がある場合においては、３月

２日以後の日を縦覧期間の開始の日とすることができる。

２．最高裁判例

○ 最判昭和62年７月17日（判時1262号93頁）

「法第415条第１項の規定にいう「関係者」とは、一葉ごとの固定資産課税台帳の固定資産につ
いて、法343条の規定により納税義務者となるべき者又はその代理人等納税義務写本人に準ず

る者を言うものと解するのが相当である。」

３．行政実例

○ 固定資産課税台帳の縦覧の疑義について（昭和44.7.18自治省固定資産税課長回答）
問 地方税法第415条に規定されている「関係者」には、借地、借家人は含まれますか。

答 借地、借家人は、「関係者」には含まれない。

（参考）
○ 地方税に係る資料の公表並びに閲覧等について（昭和33.1.13自治庁市町村税か庁回答）

問３ 地方税法第415条の固定資産課税台帳の縦覧は、本人の分のみの縦覧を意味するものな
りや。
答３ 法第415条の規定による固定資産課税台帳の縦覧は、固定資産課税台帳そのものを縦覧

に供するものであるから、御設問のように解しがたい。

○土地名寄帳及び家屋名寄帳閲覧申請に関する件（昭37.4.25自治省市町村税課長内かん回答）
問 土地名寄帳及び家屋名寄帳閲覧に関し所有者本人以外の者は閲覧できますか。

答 土地名寄帳及び家屋名寄帳の性格並びに個人の秘密の尊重という地方税法の趣旨にかんが
み、納税義務者又はその同意を得たものに限って土地名寄帳及び家屋名寄帳の閲覧を認める

こととしているのであります。しかし、一般に公開されるべき性格のものである固定資産課
税台帳については、法務局における土地台帳、家屋台帳と同様自由に閲覧できるものとされ

ているのであります。



－41－

固定資産税の評価における審査申出制度等のフローチャート

価格等の決定 市町村長は、固定資産の価格等を毎年２月末日までに決定しなければな
（市町村長） らない。

台帳登録 市町村長は、固定資産の価格等を決定した場合においては、直ちに固定
資産の価格等を固定資産課税台帳に登録しなければならない。

縦 覧 市町村長は毎年３月１日から20日以上の期間、固定資産課税台帳をその
指定する場所において関係者の縦覧に供しなければならない。ただし、
災害その他特別の事情がある場合においては、３月２日以後の日を縦覧
期間の開始の日とすることができる。

審査の申出 固定資産税の納税者は、基準年度において固
納税者 定資産税課税台帳に登録された価格について（ ）

不服がある場合においては、縦覧期間の初日
賦課決定 から納税通知書の交付を受けた日後30日まで
（納税通知 の間において、文書をもって、固定資産評価
書の送付） 審査委員会に審査の申出をすることができ

る （基準年度以外に審査の申出をすること。
ができるのは、地目の変換等があった場合等
の場合に限られる ）。

審査の決定 固定資産評価審査委員会は、直ちに必要と認
める調査その他事実審査を行い、その申出を
受けた日から30日以内に審査の決定を行い、
決定があった日から10日以内に、審査を申し
出た者及び市町村長に文書をもって通知しな

不服申立 ければならない。

賦課処分、価格以外の
一定の台帳登録事項に
不服がある場合におい 取消の訴え 30日以内に審査の決定がない場合は、審査の
て、納税通知書の送付 申出を却下する旨の決定があったものとみな
を受けた日の翌日から し、裁判所に対し訴えを提起することができ
起算して60日以内に市 る。
町村長に不服申立でき
る。 固定資産税の納税者は、固定資産評価審査委

員会の決定に不服があるときは、その取消し
の訴えを提起することができるが、この提起
は、その決定があったことを知った日から３

取消の訴え ヶ月以内にしなければならない。

不服申立に対する決定
に不服がある者は、そ
の決定があったことを
知った日から３ヶ月以
内に、その処分の取消
しの訴えを提起するこ
とができる。
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個人情報の保護に関する法律案（抄）

第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに
かんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本原則及び政府による基本方針の作成その他の個
人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにす
るとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報の有
用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。
（定義）
第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含
まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報
と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを
含む。）をいう。
３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供して
いる者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。
二 地方公共団体

第二章 基本原則
第三条 個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかんが
み、個人情報を取り扱う者は、次条から第八条までに規定する基本原則にのっとり、個人情報の
適正な取扱いに努めなければならない。
（利用目的による制限）
第四条 個人情報は、その利用の目的が明確にされるとともに、当該目的の達成に必要な範囲内で
取り扱われなければならない。
（適正な取得）
第五条 個人情報は、適法かつ適正な方法で取得されなければならない。
（正確性の確保）
第六条 個人情報は、その利用の目的の達成に必要な範囲内で正確かつ最新の内容に保たれなけれ
ばならない。
（安全性の確保）
第七条 個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失又はき損の防止その他の安全管理のために
必要かつ適切な措置が講じられるよう配慮されなければならない。
（透明性の確保）
第八条 個人情報の取扱いに当たっては、本人が適切に関与し得るよう配慮されなければならない。

第三章 国及び地方公共団体の責務等
（地方公共団体の責務）
第十条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に応じて、
個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有す
る。

第四章 個人情報の保護に関する施策等
第三節 地方公共団体の施策
（保有する個人情報の保護）
第十六条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を勘案
し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなけ
ればならない。
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固定資産課税台帳の縦覧等に関する国政モニターの結果 

（問３及び問６は省略） 

 
問１ 固定資産税の納税状況について 
 

  お宅では、固定資産税を納めていますか。 
  ア 土地について納めている     イ 家屋について納めている 
  ウ 土地と家屋について納めている  エ 両方納めていない 

 
 
問２ 固定資産税制に対する信頼感について 
 

   あなたは、固定資産税の制度についてどの程度信頼していますか。 
     ア 信頼している              イ まあ信頼している 
   ウ あまり信頼していない        エ 信頼していない 

 

 

ああ a 

　 
　　ア　2.3%
イ　4.4%

オ　6.7%

エ　16.9%

ウ　69.7%

ア：土地のみ
イ：家屋のみ
ウ：両方
エ：納めていない
オ：未記入

ウ　25.9%

イ　52.5%

ア　15.2%エ　5.2%

　
　　オ　1.2%

ア：信頼
イ：まあ信頼
ウ：あまり信頼なし
エ：信頼なし
オ：未記入

ア＋イ＋ウ＝76.4% 

ア＋イ＝67.7% 
ウ＋エ＝31.1% 
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 「固定資産課税台帳の縦覧に際しては、自分の土地や家屋の評価額と、周辺の土地や
家屋の評価額を比較できるようにすることが必要」との意見があります。一方、この意
見については、プライバシー保護の観点からも検討する必要があると考えられます。 

 
問４ 納税義務者が固定資産評価額を縦覧期間中に、周辺の評価額と比較できるようにす

ることについて 
 

    現行では、固定資産課税台帳の縦覧においては、一定の期間（20 日間程度）、自分の
固定資産の評価額についてしか見ることができませんが、これを「一定の期間（20 日
間程度）、固定資産税を納めている人に限り、周辺の土地や家屋の評価額と比較して見
ることができるようにする。」という意見があります。あなたはこの意見に賛成ですか、
反対ですか。 
   ア 賛成         イ 反対 

 

 
 
問５ 固定資産評価額を常に広く公開することについて 
 

  「固定資産課税台帳に記載された土地や家屋の評価額について、それを見る期間や対
象者を限定せずに、一般に広く公開する。」という意見がありますが、あなたはこの意
見に賛成ですか、反対ですか。 
   ア 賛成        イ 反対 

 

ウ　1.5%

イ　23.3%

ア　75.2%

ア：賛成

イ：反対

ウ：未記入

ウ　0.6%

イ　53.9%

ア　45.5% ア：賛成
イ：反対

ウ：未記入
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（参考）

第４回国政モニター課題報告について（案）

１．課題報告のテーマ

固定資産課税台帳の縦覧などについて

２．課題の現状

固定資産税（下記の（注）参照）は、市町村が、固定資産（土地と家屋）の評価額に基づいて、

固定資産の所有者に対して課する税金です。評価額は、総務大臣が定める固定資産評価基準によっ

て算定され、市町村長が決定することとされています。

納税者は、固定資産課税台帳の縦覧により、納税通知書が送付される前に評価額を確認すること

ができます。この縦覧制度とは、市町村で、一定の期間（20日以上）、固定資産の評価額等を記載

した固定資産課税台帳を、納税者本人等（代理人、相続人など）に見ていただく制度で、これによ

り納税者に評価額が適正かどうかを判断していただくものです。

しかし、現行では、自分の資産の評価額しか見ることができないため、周辺の土地及び家屋の評

価額と比較できず、自分の資産の評価額が適正かどうかを判断することが困難であるという指摘が

あるところです。

このため、「固定資産課税台帳の縦覧に際しては、自分の土地や家屋の評価額と、周辺の土地や

家屋の評価額を比較できるようにすることが必要」との意見があります。一方、この意見について

は、プライバシー保護の観点からも検討する必要があると考えられます。

今回は、固定資産課税台帳の縦覧に関するご意見をいただくことを中心に、簡素で分かりやすく、

納税者のみなさんに信頼される固定資産税制の構築に向けた施策の参考とさせていただきたいと思

います（別添の資料を参考にして下さい。）。ご協力をお願いいたします。

（注）固定資産税は、土地、家屋及び償却資産（土地、家屋以外の事業用の資産。船舶、工場機械等）
に対して課税されます。
今回は、一般の方が所有している土地、家屋に課税される固定資産税についておうかがいします。
以下の質問項目についても同様です。

３．資料

(1) 固定資産税について

(2) 固定資産税のしおり

４．質問項目（以下の質問について、ご回答をお願いします。）

(1) 固定資産税の納税状況について

お宅では、固定資産税を納めていますか。該当するものに○を付して下さい。

ア「土地についてのみ納めている」

イ「家屋についてのみ納めている」

ウ「土地と家屋について納めている」

エ「両方納めていない」
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(2) 固定資産税に対する信頼感について

「固定資産税の評価は専門的すぎて分かりにくい、あるいは税負担の調整措置が複雑で理解でき

ない」といった意見があります。あなたは、固定資産税の評価や課税のしくみが分かりやすいとお

考えになりますか。該当するものに○を付して下さい。

ア「分かりやすい」
①へ

イ「まあ分かりやすい」

ウ「あまり分かりやすくない」
②へ

エ「分かりやすくない」

① あなたが「分かりやすい」、「まあ分かりやすい」と考える理由は何ですか。具体的にお書
き下さい。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名
（誠に恐縮ですが、意見を分析、整理する際に必要ですので、上記についてもご記入下さい。以下も同じです。）

② あなたが「あまり分からない」、「分からない」と考える理由は何ですか。具体的にお書き
下さい。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名
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(3) あなたは、今後、分かりやすい固定資産税の評価や課税のしくみを実現するためには、何が必
要とお考えになりますか。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名

(4) あなたは、固定資産課税台帳の縦覧の際、自分の固定資産の評価額が適正かを確認する目的で、

一定の期間、固定資産を納めている人に限り、周辺の土地や家屋の評価額と比較して見ることが

できるようにすることについて、どのようにお考えになりますか。該当するものに○を付して下

さい。

ア「周辺の土地や家屋の評価額と比較して見ることができる方がよい」 →①へ

イ「周辺の土地や家屋の評価額と比較して見ることができない方がよい」 →②へ

① あなたが「周辺の土地や家屋の評価額と比較して見ることができる方がよい」とお考えにな
る理由は何ですか。具体的にお書き下さい。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名
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② あなたが「周辺の土地や家屋の評価額と比較して見ることができない方がよい」とお考えに
なる理由は何ですか。具体的にお書き下さい。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名

(5) あなたは、土地や家屋の評価額について、期間及び対象者を限定せず、広く公開することにつ

いて、どのようにお考えになりますか。該当するものに○を付して下さい。

ア「広く公開する方がよい」 →①へ

イ「公開しない方がよい」 →②へ

① あなたが「広く公開した方がよい」とお考えになる理由は何ですか。具体的にお書き下さい。
利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名
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② あなたが「公開しない方がよい」とお考えになる理由は何ですか。具体的にお書き下さい。
利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名

(6) その他固定資産税に関して、あなたが日頃お感じになっていることについて、ご提言がありま

したらご自由にお書き下さい。

利用する際の都 道 府 県 名 氏 名 職 種 性 別 年 齢
氏 名 の 掲 載

１ 掲 載歳 ２ 匿 名

提出期限：平成１３年 月 日（ ）までに内閣府大臣官房政策広報室に到着するように

ご送付下さい。
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第三者を対象とする台帳閲覧、評価証明に関するこれまでの取扱い

○「地方税に係る資料の公表並びに閲覧等について」（昭33.1.13 自治庁市町村税課長回答）

問１ 自己に非ざる（他人）個人又は法人の地方税の評価額、税額等につき閲覧または証明の

請求があった場合、これに応じて差支えなきや。

問２ 地方税法第381条第１項及び第３項によつて記載した土地台帳の副本及び家屋台帳の副本

をその固定資産税を課されることとなる者以外のものが閲覧又は証明の請求をなして来た

場合これに応じて差支えなきや。

答１ 土地台帳又は家屋台帳の登録事項のごとく何人も知ることができる事項について閲覧又

は証明の請求があった場合においては、これに応じて差支えないものと解する。

答２ １により了知されたい

○「金融会社が貸付調査のためにする閲覧請求は拒否できるか」（昭42自治大税務別科質疑回

答）

問 課税台帳の閲覧についてある金融会社が資金貸付のため、甲資産の閲覧請求があつた場合

次のいずれにより取り扱ってよろしいか。

イ 通常登記簿の登記事項のごとく何人も知ることができる事項だけではないので第三者であ

ることにより閲覧させない。

ロ 第三者であるが、甲はすでに金融会社へは借入の予備調査の時点において代理人の形式を

取つたものと解して閲覧させる

答 イについてお見込みのとおり。

○「第三者が他人の資産に関する評価証明をとることの可否」（昭42.9自治省固定資産税課電話

回答）

問 他人の資産内容を知るため第三者が当該他人の資産に関する評価証明をとることはできる

か。

答 第三者が他人の固定資産に関する評価証明書を市町村に対し交付申請できるのは、債権者

が民訴法第643条第２項の規定により添付する公課証明書として必要とする場合もしくは訴

訟当事者が、訴訟物の価額の算定のための資料として添付すべき証明書として必要な場合に

限られるものである。したがつて、前記理由以外に市町村が評価証明書を第三者に交付する

ことは正しくない。

○「固定資産課税台帳の閲覧または評価証明に関する疑義について」（昭43.10.31自治省固定資

産税課長内かん要旨）

問 第三者に対する固定資産課税台帳の閲覧または評価証明の交付は差し支えないか。

答 本人の同意または他の法律に特別の定めがある場合（例えば、民事訴訟法の規定に基づく

強制競売の場合等）を除いて固定資産課税台帳の登録事項について広く第三者に対して閲覧

を認め、または証明を行うべきでない（ただし、土地登記簿、建物登記簿に登記された事項

について証明することは差支えない。）。
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自 治 固 第 ６ ５ 号

平成６年９月２７日

各 道 府 県 総 務 部 長
｝殿

東 京 都 総 務 ・ 主 税 局 長

自治省税務局固定資産税課長

課税資産の内訳書の送付の推進について

平成６年度の固定資産税の評価替え（土地）においては、土地基本法第１６条等の趣旨を踏まえ、

地価公示価格の７割程度を目標に宅地の評価の均衡化・適正化を図ったところですが、固定資産税

への信頼を一層確保するためには、課税資産の内訳書（課税明細書）の送付を推進する必要があり

ます。

そこで、下記の事項に留意のうえ、課税資産の内訳書の送付が円滑に行われるよう、貴管下市町

村の御指導方よろしくお願いいたします。

記

１ 課税資産の内訳書には、土地及び家屋の課税内容を納税者自身が十分チェックできるよう次の

事項等必要な事項を記載すること。

(1)所在、地番、家屋番号

(2)価格（評価額）及び課税標準額

(3)住宅用地の特例措置、新築住宅の軽減の適用の有無等

(4)土地については、当該土地の地積及び地目

(5)家屋については、床面積及び種類(専用住宅、店舗等)

なお、必要に応じてその他の事項についても記載すること。

２ 課税資産の内訳書の送付に際しては、事前に課税客体の捕捉を十分に行うとともに、電算処理

の推進等による課税事務の効率化に努めること。

３ 送付周期については、原則として毎年送付すべきであるが、各団体の実情及び納税者の要望等

を十分考慮して決定すること。

４ 送付時期については、各団体の実情及び納税者の要望等を十分考慮して決定すること。

５ 課税資産の内訳書の送付にあわせて、固定資産税の意義及び市町村行政における重要性等につ

いても周知に努めること。

６ 課税資産の内訳書の送付については、直ちに実施することは困難な場合があると考えられるが、

可能な限り平成９年度までには実施できるよう努めること。



課 税 明 細 書 へ の 取 り 組 み 状 況

（平成１３年７月１日現在）
市町村数    　　既　　実　　施　　団　　体 　　　未実施団体

都道府県名 Ｈ10以前 Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ 実施団体数 実施率（％） Ｈ１４ 未定
1 北海道 212 122 2 58 10 192 90.6 18 2
2 青森県 67 67 0 0 0 67 100.0 0 0
3 岩手県 59 59 0 0 0 59 100.0 0 0
4 宮城県 71 71 0 0 0 71 100.0 0 0
5 秋田県 69 69 0 0 0 69 100.0 0 0
6 山形県 44 44 0 0 0 44 100.0 0 0
7 福島県 90 90 0 0 0 90 100.0 0 0
8 茨城県 84 84 0 0 0 84 100.0 0 0
9 栃木県 49 49 0 0 0 49 100.0 0 0
10 群馬県 70 70 0 0 0 70 100.0 0 0
11 埼玉県 90 89 0 1 0 90 100.0 0 0
12 千葉県 80 80 0 0 0 80 100.0 0 0
13 東京都 40 35 0 1 1 37 92.5 0 3
14 神奈川県 37 37 0 0 0 37 100.0 0 0
15 新潟県 111 102 2 5 1 110 99.1 1 0
16 富山県 35 35 0 0 0 35 100.0 0 0
17 石川県 41 41 0 0 0 41 100.0 0 0
18 福井県 35 24 0 10 1 35 100.0 0 0
19 山梨県 64 35 11 14 1 61 95.3 2 1
20 長野県 120 117 2 1 0 120 100.0 0 0
21 岐阜県 99 93 1 5 0 99 100.0 0 0
22 静岡県 74 73 0 1 0 74 100.0 0 0
23 愛知県 88 88 0 0 0 88 100.0 0 0
24 三重県 69 69 0 0 0 69 100.0 0 0
25 滋賀県 50 50 0 0 0 50 100.0 0 0
26 京都府 44 44 0 0 0 44 100.0 0 0
27 大阪府 44 44 0 0 0 44 100.0 0 0
28 兵庫県 88 87 1 0 0 88 100.0 0 0
29 奈良県 47 47 0 0 0 47 100.0 0 0
30 和歌山県 50 50 0 0 0 50 100.0 0 0
31 鳥取県 39 39 0 0 0 39 100.0 0 0
32 島根県 59 54 1 3 0 58 98.3 1 0
33 岡山県 78 76 0 2 0 78 100.0 0 0
34 広島県 86 86 0 0 0 86 100.0 0 0
35 山口県 56 56 0 0 0 56 100.0 0 0
36 徳島県 50 48 0 1 1 50 100.0 0 0
37 香川県 43 34 3 6 0 43 100.0 0 0
38 愛媛県 70 69 0 1 0 70 100.0 0 0
39 高知県 53 52 0 1 0 53 100.0 0 0
40 福岡県 97 90 0 7 0 97 100.0 0 0
41 佐賀県 49 40 1 7 1 49 100.0 0 0
42 長崎県 79 78 0 1 0 79 100.0 0 0
43 熊本県 94 87 1 6 0 94 100.0 0 0
44 大分県 58 58 0 0 0 58 100.0 0 0
45 宮崎県 44 42 1 1 0 44 100.0 0 0
46 鹿児島県 96 93 1 2 0 96 100.0 0 0
47 沖縄県 53 52 0 1 0 53 100.0 0 0

　合　計 3,225 3,019 27 135 16 3,197 99.1 22 6

（注）　東京都特別区は１団体として計上している。
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14.3.18

全国の固定資産税路線価等をデジタル地図で公開

１ 趣旨

全国の約４３４万件の路線価等をすべてデジタルデータ化し、各市町村において

住民への公開データとして活用。

経緯

① 平成３年度評価替え 主要で代表的な標準宅地 約 ４万件

② 平成６年度評価替え すべての標準宅地に係る路線価等 約 37万件

③ 平成９年度評価替え すべての路線価等 約393万件

④ 平成12年度評価替え 平成９年度評価替えと同様 約434万件

※ 全国の路線価を一つにまとめたものは存在しておらず、これまで各市町村

の窓口において公開が行われてきた。

２ 効果

① 都道府県においては全国、市町村においては当該県内の固定資産税路線価

等の一覧が可能になり、他の市町村の路線価等との比較も容易になる等、固

定資産税の評価の適正化に貢献。

② 将来、インターネット上での公開により、家庭や会社で全国の総合的な地

価情報が入手可能

３ 計画

【平成１３年度】
○ 全国の固定資産税路線価等をデジタルデータ化（概ね２０％程度）

○ デジタル化した固定資産税路線価等データをパソコン上で表示するプログラムの開発

【平成１４年度】
○ 全国の固定資産税路線価等をデジタルデータ化（１００％終了）

○ デジタル化した固定資産税路線価等データをＣＤ－ＲＯＭで、すべての都道府県及び市町村へ

配布（都道府県には全国分、市町村には当該県内分を配付）

○ 平成１５年度評価替え後データへの更新手法について検討

○ インターネット上での公開方法等について検討
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路線価等の公開に関するこれまでの取扱い

○「平成９年度における路線価等の公開について」（平7.9.8土地係長事務連絡）

問 路線価等は地方税法第22条にいう「秘密」に当たるのか。

答 路線価等については、

① 路線価等は個人の土地の評価額ではなく、地域における単位地積当たりの標準的な評点

数を表している

② 路線価等が開示されても直ちに課税標準額や税額が明らかになるものではない

③ 路線価等が公開されても、実際には画地計算及び比準を行うことから個々の土地の評価

額は単純には明らかにはならない

ものであり、これらを含めて総合的に勘案したところ、路線価を公開しても、地方税法第22

条にいう秘密の漏えいには当たらないものである。

問 地方税法又は評価基準に公開方法等を明示し、公開の根拠を明らかにすべきではないのか。

答 路線価等の公開の目的は、

① 固定資産税の評価が適正に行われていることについて、納税者の理解を促進すること

② 市町村の評価水準の均衡化・適正化に資すること

であり、その価格について知らしめるということではなく、いわば行政サービスの一環とし

て、評価水準や均衡の確保を理解してもらうための評価資料と位置づけ、「総合土地政策推

進要綱」等に基づいて公開することを示してきたところである。

なお、地方税法第415条では、固定資産の価格等について知らしめ、価格等について不服が

ある場合において審査申出の機会を与えることを目的として縦覧の制度を設けているが、路

線価等の公開の趣旨からして、縦覧の制度とはおのずと異なるものであると考えている。

問 公開図面について

答 図面の種類としては都市計画図等を活用する団体もあると思われるが、個人のプライバシ

ーの保護の観点から画地ごとの地番等が入ったものは避けることが望ましい。

問 用途区分・主要な街路の表示について

答 なお、標準宅地を公開する際は、平成６年度の公開時と同様にプライバシーの保護のため、

具体的な表示は避けることが必要である。
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地価公示や都道府県地価調査における標準地の地点の公表の根拠規定

○地価公示法（昭和44法49）

（標準地の価格の判定等）

第２条 土地鑑定委員会は、国土交通省令で定める都市計画区域（都市計画法（昭和43年

法律第100号）第４条第２項に規定する都市計画区域をいい、国土利用計画法（昭和49

年法律第92号）第12条第１項の規定により指定された規制区域を除く。）内の標準地に

ついて、毎年一回、国土交通省令で定めるところにより、２人以上の不動産鑑定士又は

不動産鑑定士補の鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調整を行って、一定の基

準日における当該標準地の単位面積当たりの正常な価格を判定し、これを公示するもの

とする。

（標準地の価格等の公示）

第６条 土地鑑定委員会は、第２条第１項の規定により標準地の単位面積当たりの正常な

価格を判定したときは、すみやかに、次に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一 標準地の所在の郡、市、区、町村並びに字並びに地番

○国土利用計画法施行令（昭和49政397）

（基準地の標準価格）

第９条 都道府県知事は、自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域（法第12条第１項の規定により指定された規制区域を除く。）において、土

地の利用状況、環境等が通常と認められる画地を選定し、その選定された画地について、

毎年一回、１人以上の不動産鑑定士又は不動産鑑定士補の鑑定評価を求め、その結果を

審査し、必要な調整を行って、国土交通省令で定める一定の基準日における当該画地の

単位面積当たりの標準価格を判定するものとする。

５ 都道府県知事は、第１項の規定により標準価格を判定したときは、基準地の所在、基

準地の単位当たりの価格、価格判定の基準日その他必要と認める事項の周知に努めるも

のとする。
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標準宅地に係る鑑定評価書の公開に関するこれまでの取扱い

１．判例

○公文書非開示決定処分取消請求控訴事件（東京高裁平5.3.22判決（結審済）から抜粋）

「本件公文書の内容は、土地所有者の名前自体は明記されていないとはいえ、他の附属資料など

と照合すれば、所有者が誰で、どの土地について評価したものであるかが容易に判明しうること

が認められる。そして、本件公文書が個人所有の土地に関するものであり、かつ、所有者が識別

されうるものであるから、当該個人の財産状態をその限りで表示するものであって、これが直ち

に「個人に関する情報」でないとは必ずしもいえない。

しかしながら、もともと、土地所有に関していえば、その社会的な性格に鑑み、土地登記簿は

万人に公開され、その評価についても、相続税路線価はもとより、一部が公開されている長野市

の路線価のように特定土地の価格を示さないにしても当該土地のそれぞれの行政目的に即したお

およその価額の目安を示すものが公刊されており、公示価格や東京都基準地価格のように特定の

地点を示した価格さえも公表されている例があるのであり、このような点からみれば、土地の権

利関係やその価格については、個人情報としてのプライバシー性は比較的希薄というべきである。

･････」

「･････これらを総合すると、本件公文書に含まれる土地の評価は、個人の財産状態に関する情報

といっても、その個人情報としての価値を、個人の心身、生活、経歴、成績、資産・債務の具体

的内容（個人の収入、所得、税額、滞納額等を含む）などに関する個人情報と同列に置いて考え

ることは相当でないというべきである。

そうすると、本件公文書の土地の評価は、条例第7条1号にいう「通常他人に知られたくない個

人に関する情報」に該当しないと解するのが相当であり、他に控訴人の主張を相当と認めるべき

特段の事情も本件証拠上認めがたいから、本件公文書の公開請求に対して、条例第7条1号に該当

することを理由としてこれを不許可とすることはできないと解するのが相当である。」

「･････ところで、地方税法22条にいう秘密とは、地方税調査の対象事項のうち、実質秘すなわち

一般に知られていない事実であって本人が他人に知られないことについて相当の利益を有すると

認められる事実を指し、いわゆる形式秘、行政庁が秘密にすべきであると判断し、指定権者を通

じて秘密と指定したものを意味しないと解するのが相当である。」

「･････市としては、単にその情報が地方税に関する調査の過程で得られた情報であることを主張

立証するだけでは足らず、個別案件のそれぞれの情報について本人が他人に知られないことにつ

いて客観的に相当の利益を有するものであることを合理的に推測させるに足る主張立証をしなけ

ればならないと解するのが相当である。

これを本件についてみるに、先に認定したように、もともと土地の所有や価格に関しては土地

所有の公共性に鑑みプライバシーとしての性格が比較的希薄である上に、本件土地評価は、不動

産鑑定士による通常の方法による第一次的な鑑定価格にすぎず、土地所有者の具体的な権利関係

義務に何ら直接影響を及ぼすようなものではない。この点で本件情報は、同じく地方税調査事務

の過程で取得された情報といっても、本人の収入額、所得額、課税標準額、税額などのほか、本

人の職業、家庭の状況などの具体的情報等とは決定的に異なるものである。･･････」

「そうすると、本件において、条例第7条2号、地方税法22条を根拠とする本件公文書公開の不許

可も理由がないというべきである。」
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２．質疑応答集

○「平成12基準年度 評価替え質疑応答集－土地編－」（評価センター発行）

問 路線価等の基礎となる鑑定評価書は公開されているのか

答 路線価等を求めるに当たり活用された鑑定評価書は路線価等が公開されていることから、第

三者を含め広く一般に公開する必要はないものである。さらに、鑑定評価書には、標準宅地の

具体的所在地や鑑定評価を行う際に採用された個々の具体的な取引事例が記載されていること

から、プライバシー保護の観点からもその公開は適当でないといえる。

ただし、固定資産の所有者等関係者に対し評価額、評価方法等を説明する場合に、必要に応

じて標準宅地の鑑定評価書を開示することは差し支えない。

なお、この場合にも先に述べた標準宅地の具体的所在や個々の具体的な取引事例については、

プライバシー保護の観点から開示することは適当ではない。

○「固定資産税Ｑ＆Ａ 平成６年度評価替え（縦覧時用）」（評価センター発行）

問 標準宅地の鑑定評価書を見せてほしいがどうか？担当した鑑定士は誰か？どのような取引

事例を採用したのか？

答 公開される路線価等は鑑定評価価格の７割を目途に評価されたものなので、鑑定評価書を

第三者を含め広く一般に公開する必要はないと考える。また、このことはプライバシー保護

の観点からも適当ではない。

ただし、固定資産の所有者等関係者に対し評価額、評価方法等を説明する場合に、標準宅

地の鑑定評価書を開示することは差し支えないものと考えられる。

なお、この場合には、鑑定評価書に記載されている担当鑑定士の氏名を開示することは差

し支えないが、標準宅地の具体的所在地や鑑定評価を行う際に採用された個々の具体的な取

引事例については、プライバシー保護の観点から開示することは適当ではない。
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地番・家屋現況図を統合型ＧＩＳの共用空間データベースに活用すること

について

１．地番・家屋現況図を統合型ＧＩＳの共用空間データベースに活用することの意義

総務省内地域情報担当部局において、昨年度、統合型ＧＩＳの地方公共団体の普及を促進するた

めに、地方公共団体の異なる部署間で共通に利用できる「共用空間データベース」の仕様書につい

て調査研究を行い、地方公共団体における実証実験を通じて調達仕様書案・基本仕様書案を作成し

たところである。

共用空間データベースについては、各団体の財政事情が許せば一括整備を行うことが合理的では

あるものの、一方で、各団体の実情に合わせて初期投資を抑え段階的に整備を行うことも現実的な

手法であるとされており、この場合においては、固定資産税部局が既に導入している業務支援シス

テムにおける地理的情報（デジタル情報としての、いわゆる地番・家屋現況図）を活用することも

有用な一方策であると考えられているものである。

２．地番・家屋現況図の意義等
(1) 地番現況図

〔意義〕

団体によっては、地方税法第380条第3項に規定されている評価に関して必要な資料である

「地籍図」として活用している場合もある。これ以外の団体においては税務上の参考資料とし

ての位置付けである。

なお、道路形態以外は測量的な精度を有するものではなく、土地の権利関係を証するもので

もない。

〔作成方法〕

公図の各筆界の形状を尊重し、隣接筆との関わり、居住者住所と地番の関わり、航空写真上

で判読できる筆界線、登記簿地積と図面上地積との整合性など、照応できる資料をよりどころ

にして、想定される筆の形状位置を道路台帳現況平面図を基に作成し、地番を付す。

地籍図の意義

○ 地番ごとに、土地の区画、地目、地積等が記入されている地図

○ 評価の実務上、土地の形状の把握、間口補正、奥行補正等の算定基礎数値の把握を

行うための図面

○ 市町村が地籍図として備え付けているものの基は、明治6年の地租改正の際の測量

によって作成された字限図（登記所備付けのいわゆる公図と同じもの）。ただし、国

土調査法によって地籍調査が完了した地域は新しい調査結果を地籍図とする。

地籍図の作成

○ 市町村が新たに地籍図を作成する場合、登記法第17条地図の様式及び作成要領に準

じて作成するのも一方法。

○ 現在字限図を使用している市町村にあっては、評価上現に使用しているものであれ

ば、差し支えないものであるが、土地の適正な評価を行ううえから土地の評価に用い

られる地図は、より正確なものが望ましい。字限図は現況と著しく異なる場合も多い

ことから、市町村によっては航空写真等を基本として地図を現況に合わせて修正し、
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評価用に使用している場合もある。

(2) 家屋現況図

〔意義〕

税法第380条第3項に規定されている評価に関して必要な資料である「家屋見取図」は、各階

の床面積が把握できる資料である。したがって、屋根形状（軒先）を示す家屋現況図は、家屋

の所在事実を家屋課税台帳と突合させるという意味においては家屋評価のための資料であるが、

どちらかというと、土地評価に係る建物の所在状況に伴う宅地の画地認定を行うための資料で

あるといえる（建物位置に係る権利関係を証するものではない。）。

なお、不動産登記法上、各階平面図における建物の床面積とは、各階ごとに壁その他の区画

の中心線で囲まれた部分の水平投影面積によるものとされている（不動産登記法施行令第8条）。

〔作成方法〕

地番現況図を基図として航空写真から判読される家屋の屋根形状の全てについて表示し、家

屋番号を付す。

３．地方税法第22条との関係

地番・家屋現況図を統合型ＧＩＳ共用空間データベースへの活用（庁内・庁外利用）するに際し

ては、地方税法第22条の守秘義務規定との関係について整理する必要がある。

〔論点〕

○ 地番・家屋現況図に含まれる情報（筆界、地番、家屋の屋根形状、家屋番号）が、税法第22

条にいう「地方税に関する調査に関する事務」によって入手した情報であり、かつ、この情報

が「実質的な秘密」に当たるものといえるか。

（○ 地公法第34条第1項の守秘義務に抵触するか。）

○地方税法第22条（秘密漏えいに関する罪）

地方税に関する調査に関する事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関し

て知り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合においては、２年以下の懲役又は30万円以下の罰

金に処する。

○地方税に関する事務に従事する職員の秘密義務について（昭49.11.19付け税務局長通知）

地方公務員法第34条第1項の「秘密」とは、一般に知られておらず、他人に知られないこと

について客観的に相当の利益を有する事実で職務上知り得たものをいうものであり、地方税法

第22条の「秘密」とは、これらのもののうち、地方税に関する調査に関する事務に関して知り

得たものをいうものであること。

したがって、一般に、収入額又は所得額、税額等は、地方公務員法第34条第1項及び地方税

法第22条の「秘密」のいずれにも該当し、滞納者名及び滞納税額の一覧等は、地方税に関する

調査に関する事務に関して知り得たものではないので、地方税法第22条の「秘密」には該当し

ないが、地方公務員法第34条第1項の「秘密」に該当するものであること。



統合型ＧＩＳについて（検討中のもの） 
 

１．統合型ＧＩＳとは 
・地方公共団体が利用する地図データのうち、複数の部局が利用するデータ（例えば道路、街区、

建物、河川など）を各部局が共用できる形で整備し、利用していく庁内横断的なシステム。 

・統合型ＧＩＳを導入することにより、データの重複整備を防ぎ、各部署の情報交換を迅速にし、

行政の効率化と住民サービスの向上を図ることができる。 

道路

建物

街区

他

・
・
・

共用可能な地図データ共用可能な地図データ

申請状況確認 下水道施設施設管理図

200

80
準工

200

80
近商

200

80
近商

200

80
近商

３０

200

80
準工

200

80
準工

都市計画決定

・
・・

路線価 売買事例台帳情報

都市計画業務

下水道業務

固定資産業務

福祉業務

＋

対象者位置バスルート救急ルート 施設情報

その他業務

 

２．統合型ＧＩＳのメリット 
１）庁内における業務の効率化 

①住民ニーズに対応した質の高い行政サービスの提供 

都市計画 道路管理 福祉  

 

 

 

②地図の共用化による効率化 

③新たな地図利用業務への展開 

④行政評価における活用 

⑤行政施策の市民説明への活用 

 

２）住民向けサービス向上への活用 

①地方公共団体のホームページでの活用 

②行政手続きのオンライン化、ワンストップサービスとの連携 

 

共用データ 

住民サービス業務 福祉業務 道路管理業務 

地方公共団体 

イントラネット 

インターネット 

住民 

 
③地域コミュニティとの双方向の情報伝達 
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地方税に関する守秘義務について

１．地方税法の規定

（秘密漏えいに関する罪）

地方税に関する調査に関する事務に従事している者又は従事していた者は、その第22条

事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合においては、２年以上の懲役又

は30万円以下の罰金に処する。

２．地方公務員法の規定

（秘密を守る義務）

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また第34条

同様とする。

３．地方税法及び地方公務員法の規定の解釈

○「地方税に関する事務に従事する職員の秘密義務について」（昭49.11.19付け税務局長

通知）

地方公務員法第34条第1項の「秘密」とは、一般に知られておらず、他人に知られな

いことについて客観的に相当の利益を有する事実で職務上知り得たものをいうものであ

り、地方税法第22条の「秘密」とは、これらのもののうち、地方税に関する調査に関す

る事務に関して知り得たものをいうものであること。

したがって、一般に、収入額又は所得額、税額等は、地方公務員法第34条第1項及び

地方税法第22条の「秘密」のいずれにも該当し、滞納者名及び滞納税額の一覧等は、地

方税に関する調査に関する事務に関して知り得たものではないので、地方税法第22条の

「秘密」には該当しないが、地方公務員法第34条第1項の「秘密」に該当するものであ

ること。
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重点６分野に関する中間とりまとめ（抄）

（平成１３年７月２４日 総合規制改革会議）

Ⅱ．各論：重点検討分野における規制改革の進め方

６．都市再生

〔具体的施策〕

(1) 不動産市場の透明性の確保

① 不動産関連情報の開示

不動産価格に関する正確かつ詳細な情報に対する ズは著しく高くなニー

っている。不動産の流動化を促進する上で不可欠な市場の透明性を高める

観点から、土地の取引価格情報について、国民からの要請に応じて適切な

形で提供できるような仕組みを早急に検討していく きである。べ

また、地価公示価格の透明性及び社会的信頼性を高める観点から、その

情報の一層の開示（取引当事者、取引対象地等が特定されない範囲で、評

価の手続、評価に用いた基礎的情報を閲覧等により一般に公開）を図ると

ともに、固定資産税評価額について、当面固定資産税課税台帳の縦覧対象

範囲の拡大を図るほか、さらに情報開示の拡充を進める きである。べ
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分権型社会における住民の決定権の向上

地方自治体の自己決定権・自己責任の拡大地方自治体の自己決定権・自己責任の拡大

住民住民

説明責任
(情報開示等)

説明責任
(情報開示等)

住民が財政面でも地方自治体の意思決定主体になるために必要な事項住民が財政面でも地方自治体の意思決定主体になるために必要な事項

① 受益と負担の明確化① 受益と負担の明確化

② 税財政制度の簡素化② 税財政制度の簡素化

③ 情報開示の推進③ 情報開示の推進

　 住民に最も身近な市町村の基幹税である
   固定資産税はどうあるべきか？

　 住民に最も身近な市町村の基幹税である
   固定資産税はどうあるべきか？

地方税源の充実、
法定外目的税

わかりやすい税制
地方交付税との関
係の明確化

財政状況、
課税資料の開示

住民意思
 歳入・歳出
 チェック機能等

住民意思
 歳入・歳出
 チェック機能等

<例>

住民参加
システム
の充実







宅地に係る固定資産税の課税のしくみ（平成１２年度～平成１４年度）

（基本的なスキーム）

固定資産税額

＝課税標準額(前年度課税標準額×負担水準に応じた負担調整率)×1.4％

（％） 商業地等の宅地 小規模住宅用地
100

固定資産税評価額

(地価公示価格×７割)

７０％に引き下げ
（平成12,13年度は75％）

小規模住宅
用地に対する
課税標準の
特例( 1 / 6 )

70

据 え 置 き

60
下
落
対据え置き

50 応

45
1.025

40

1.05

30

1.075

20
16.7

(100×1/6)

13.3
下落対応（ ）80×1/6

10
9.17
（55×1/6）1.0256.7 1.055 1.0753.3 1.101.7 1.1500

価格下落率 価格下落率価格下落率 価格下落率
１２％未満 １２％以上 １２％未満 １２％以上

前年度課税標準額○負担水準＝ ×１００（％）新評価額（小規模住宅用地の場合は新評価額×１／６）

平成９年度評価額 － 新評価額○価格下落率＝ ×１００（％）平成９年度評価額

平成１３年度又は平成１４年度において、さらに地価に関する諸指標から下落傾向が見られる
場合には、簡易な方法により評価額に修正を加えることができる。
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1 10 据 え 置 き

据え置き

1.15
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商業地等における負担水準の分布状況（平成12年度推計・団体数）

　　　負担水準 10%未満 10%以上 20%以上 30%以上 40%以上 50%以上 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上 合　計

団体名 20%未満 30%未満 40%未満 50%未満 60%未満 70%未満 80%以下 90%以下

北  海  道 2 10 41 62 51 30 15 1 212

青　森　県 6 19 14 20 6 2 67

岩　手　県 1 5 17 13 19 4 59

宮　城　県 8 21 25 15 2 71

秋　田　県 3 6 14 21 20 4 1 69

山　形　県 4 9 15 15 1 44

福　島　県 2 22 38 20 8 90

茨　城　県 2 24 30 23 5 1 85

栃　木　県 1 8 24 9 7 49

群　馬　県 21 25 18 6 70

埼　玉　県  16 57 16 2 1 92

千　葉　県  3 32 26 14 5 80

東　京　都 3 1 4 14 17 2 41

神 奈 川 県 2 8 13 11 2 1 37

新　潟　県 7 41 36 15 11 2 112

富　山　県 2 19 7 7 35

石　川　県 1 10 10 10 8 2 41

福　井　県 1 9 13 11 1 35

山　梨　県 5 29 22 6 1 1 64

長　野　県 1 23 38 39 8 9 2 120

岐　阜　県 15 25 38 14 4 3 99

静　岡　県 1 17 31 19 6 74

愛　知　県 9 47 27 5 88

三　重　県 17 33 15 4 69

滋　賀　県 2 13 26 8 1 50

京　都　府 3 12 15 10 3 1 44

大　阪　府  6 26 10 1 1 44

兵　庫　県 3 25 35 20 4 1 88

奈　良　県 1 14 21 10 1 47

和 歌 山 県 1 1 10 23 13 2 50

鳥　取　県 3 12 12 10 2 39

島　根　県 3 9 23 16 8 59

岡　山　県 1 24 25 19 7 2 78

広　島　県 3 14 32 15 17 5 86

山　口　県 5 11 21 11 3 5 56

徳　島　県 2 23 19 6 50

香　川　県 8 23 7 5 43

愛　媛　県 8 26 17 13 3 2 1 70

高　知　県 1 15 23 12 1 1 53

福　岡　県 1 31 41 18 6 97

佐　賀　県 2 21 21 5 49

長　崎　県 8 31 30 7 1 2 79

熊　本　県 1 10 19 22 27 14 1 94

大　分　県 1 4 20 18 14 1 58

宮　崎　県 3 10 12 12 6 1 44

鹿 児 島 県 2 11 29 34 13 1 6 96

沖　縄　県 20 23 9 1 53

合　　計 4 26 178 634 1033 770 378 177 27 3 3,230

構　成　比 0.1% 0.8% 5.5% 19.6% 32.0% 23.8% 11.7% 5.5% 0.8% 0.1% 100.0%

（注）１　負担水準 ＝ 平成11年度課税標準額 ／ 平成12年度評価見込み額

　　　２　東京都特別区は１団体として集計している。
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小規模住宅用地における負担水準の分布状況（平成12年度推計・団体数）

　　　負担水準 10%未満 10%以上 20%以上 30%以上 40%以上 50%以上 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上 合　計

団体名 20%未満 30%未満 40%未満 50%未満 60%未満 70%未満 80%以下 90%以下

北  海  道 9 24 35 41 42 33 28 212

青　森　県 2 5 9 16 35 67

岩　手　県 4 6 12 12 15 10 59

宮　城　県 2 10 17 22 14 6 71

秋　田　県 1 4 4 5 17 38 69

山　形　県 3 1 6 9 25 44

福　島　県 3 6 20 22 24 15 90

茨　城　県  3 22 18 19 14 5 4 85

栃　木　県 1 6 18 10 7 5 2 49

群　馬　県 1 25 21 13 7 2 1 70

埼　玉　県   19 48 16 5 3 1 92

千　葉　県 2 2 20 37 13 4 2 80

東　京　都 1 2 1 5 15 12 2 2 1 41

神 奈 川 県  11 14 9 2 1 37

新　潟　県  4 15 27 27 22 17 112

富　山　県 2 6 8 13 4 2 35

石　川　県  4 6 6 6 4 7 8 41

福　井　県 2 7 7 10 5 4 35

山　梨　県  14 20 15 6 5 2 2 64

長　野　県 3 17 21 19 25 21 14 120

岐　阜　県  14 23 16 23 11 9 3 99

静　岡　県 3 26 17 16 8 4 74

愛　知　県 1 14 46 22 3 1 1 88

三　重　県  13 29 21 5 1 69

滋　賀　県 4 15 20 9 2 50

京　都　府  3 11 13 6 6 5 44

大　阪　府  1 2 22 18 1 44

兵　庫　県 6 22 26 16 14 3 1 88

奈　良　県 1 8 13 11 10 4 47

和 歌 山 県 1 9 13 12 11 3 1 50

鳥　取　県 3 7 3 13 10 3 39

島　根　県  4 8 18 20 9 59

岡　山　県 1 2 16 21 15 13 5 5 78

広　島　県 1 11 14 20 18 13 9 86

山　口　県 4 10 13 12 11 2 4 56

徳　島　県 6 22 13 5 4 50

香　川　県 1 7 14 13 8 43

愛　媛　県  8 22 16 10 8 3 3 70

高　知　県 1 6 15 14 12 4 1 53

福　岡　県 1 22 35 23 9 7 97

佐　賀　県 5 14 14 12 3 1 49

長　崎　県  5 24 23 16 8 1 2 79

熊　本　県 1 10 9 11 16 21 26 94

大　分　県 1 2 5 8 20 22 58

宮　崎　県 3 1 8 8 13 11 44

鹿 児 島 県 2 10 11 23 24 15 11 96

沖　縄　県 5 21 21 4 1 1 53

合　　計 1 7 33 187 515 685 611 500 367 324 3,230

構　成　比 0.0% 0.2% 1.0% 5.8% 15.9% 21.2% 18.9% 15.5% 11.4% 10.0% 100.0%

（注）１　負担水準 ＝ 平成11年度課税標準額 ／ （平成12年度評価見込み額 × 1/6）

　　　２　東京都特別区は１団体として集計している。
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一般住宅用地における負担水準の分布状況（平成12年度推計・団体数）

　　　負担水準 10%未満 10%以上 20%以上 30%以上 40%以上 50%以上 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上 合　計

団体名 20%未満 30%未満 40%未満 50%未満 60%未満 70%未満 80%以下 90%以下

北  海  道 8 27 38 50 40 29 20 212

青　森　県  1 2 4 11 14 35 67

岩　手　県 6 7 14 12 11 9 59

宮　城　県 4 9 25 13 14 6 71

秋　田　県 1 4 4 8 14 38 69

山　形　県 4 1 7 7 25 44

福　島　県  2 14 15 22 19 18 90

茨　城　県 3 20 18 19 13 8 4 85

栃　木　県 1 11 17 8 6 4 2 49

群　馬　県  3 23 24 13 6 1 70

埼　玉　県  3 37 37 9 4 1 1 92

千　葉　県  5 26 37 7 2 2 1 80

東　京　都 1 2 1 8 15 9 2 2 1 41

神 奈 川 県  2 11 13 8 2 1 37

新　潟　県  5 11 31 27 24 14 112

富　山　県 3 9 11 7 3 2 35

石　川　県  2 9 5 9 1 9 6 41

福　井　県 2 12 9 5 5 2 35

山　梨　県 2 13 20 13 6 7 2 1 64

長　野　県 3 26 16 20 22 20 13 120

岐　阜　県  17 22 19 18 12 7 4 99

静　岡　県 5 26 19 12 9 3 74

愛　知　県  2 21 41 19 3 1 1 88

三　重　県 1 15 26 21 4 2 69

滋　賀　県 1 12 25 7 4 1 50

京　都　府  4 10 14 5 6 5  44

大　阪　府  1 2 23 17 1 44

兵　庫　県  8 24 26 16 10 3 1 88

奈　良　県  8 11 13 11 4 47

和 歌 山 県 1 8 19 9 10 3 50

鳥　取　県 4 7 4 15 5 4 39

島　根　県 1 5 13 14 15 11 59

岡　山　県 1 4 19 23 13 10 3 5 78

広　島　県 1 14 18 17 17 10 9 86

山　口　県  6 9 18 11 6 2 4 56

徳　島　県 11 17 14 5 3 50

香　川　県 1 9 15 15 2 1 43

愛　媛　県  9 22 17 6 10 4 2 70

高　知　県 1 11 14 13 8 5 1 53

福　岡　県 2 25 35 18 10 7 97

佐　賀　県 2 18 15 10 3 1 49

長　崎　県 3 6 28 18 13 8 1 2 79

熊　本　県  3 8 11 11 18 17 26 94

大　分　県 1 2 7 13 13 22 58

宮　崎　県 4 1 11 8 8 12 44

鹿 児 島 県 4 11 12 22 26 13 8 96

沖　縄　県 5 25 17 4 1 1 53

合　　計 1 7 48 205 588 698 589 459 325 310 3,230

構　成　比 0.0% 0.2% 1.5% 6.3% 18.2% 21.6% 18.2% 14.2% 10.1% 9.6% 100.0%

（注）１  負担水準 ＝ 平成11年度課税標準額 ／ （平成12年度評価見込み額 × 1/3）

　　　２　東京都特別区は１団体として集計している。

    　３  負担水準１０％未満の団体　御蔵島村（東京都）
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北米のプロパティ・タックスにおける税率のあり方の事例
― カナダのブリティッシュ・コロンビア州における税率設定の事例 ―

（１）税率設定の経緯

・ 従来は、各市町村が州政府の定める評価基準に従ってそれぞれ独自に評価を行っていたため、評価

割合は各市町村によってバラバラであった。

＜１９７４年制度改正＞

British Columbia Assessment・ 全州的な評価の均衡化を図るため、州営企業であるＢＣ州評価公社（

）を設立し、従来各自治体がそれぞれ行っていた評価事務を同公社に移管して全州統一評価Authority
に移行し、市場価値評価に基づく毎年度評価替えを採用することとした。

・ また、評価替えに伴う税負担の変動を緩和することができるように、各資産別に州政府が評価割合

を設定して評価額の一定割合を課税標準とすることができるようにした。

・ 但し、最終的な税負担は各自治体が自治体議会において均一税率（ ）を設定するこuniform tax rate
とにより決定することとされた。

＜１９８３年制度改正＞

・ 州政府が評価割合を設定し、税負担に関与することを止め、完全な市場価値評価（１００％評価）

に移行することにより、税負担については全て各自治体が決定することとした。

、 、 （ ） 、・ また 各自治体が毎年 用途別 ９種類 にどれだけの税負担を各資産に対して求めるかについて

用途別税率を自治体議会において設定することを通じて決定できるようにした。

・ このようなクラシフィケーション別の複数税率（ ）の設定による税負担の決定方式variable tax rate
は、北米のプロパティ・タックスにおいては現在では標準的な方式である。

＜１９９０年制度改正＞

・ 大都市部における地価急騰を受けて、自治体の選択により、①一定税率（ 、②土地flat tax rate）
・家屋別税率（ ）を選択できるようにすると同時に、評価替えseparate rates on land andimprovement
サイクルを２年に１回の評価替えに変更した。

＜１９９２年制度改正＞

・ 地価急騰地域の場合、自治体の選択により過去３年間の平均評価額を課税標準とすることを可能と

した。

・ 毎年評価替えに戻すと同時に、一定税率及び土地・家屋別税率制度を廃止した。

・ 地価急騰が著しいバンクーバー市のみに税額上限制（capping）を認める。

このように、ブリティッシュ・コロンビア州においては現在では評価事務と税負担の決定事務とは完

全に分離され、前者は州の評価公社が全州統一的な１００％市場価値評価を行い、後者は各自治体が州

の評価公社が決定した評価額を使って税率を設定することにより決定することとなっている。そして、

税負担の決定は、全州的な負担調整措置や評価割合の設定などによって行うのではなく、各自治体議会

が税率を設定することにより調整することが原則となっている。

（２）税率設定の方法

ブリティッシュ・コロンビア州の自治体における税率設定は、以下の流れによって行われる。

ア 州の評価公社が各資産別の評価額を決定し、各自治体に通知する。

イ 各市町村は固定資産税に求める必要税収額の総額を、財政需要額から固定資産税以外の収入総額

を差し引くことにより求める。

ウ 各自治体は州の評価公社から通知された評価額をベースに、各用途の資産に対してどれだけの税

負担を委ねるかを決定し、必要税収額の総額をそれぞれの用途別資産に対する必要税収額として配

分する。

エ 市町村議会は各用途の必要税収額をそれぞれの用途の総評価額により除することにより、各用途

別の税率を決定する（千分の一単位 。）

オ 各市町村において税率を評価額に乗ずることにより、各納税者の税額を決定する。



町における負担水準の分布の例

標準宅地ごとの負担水準の分布状況
（Ａ町小規模・一般住宅用地）
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市町村における負担水準の分布の例（政令指定都市）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)  　　　　　　   120,600        248,600        300,500       410,200        507,800        668,300        997,100

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)                               9,100        15,900        21,100       26,800       35,000        38,600      41,600

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)                              22,700       32,900        40,400       47,400       68,800        82,100       74,200
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市町村における負担水準の分布の例（人口約６０万人）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　3,500        137,200       128,700        165,200       261,700        405,000       652,300       350,100

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　              2,100         5,600        7,800       10,300       14,800       21,800       28,500       35,900

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　                  4,100        9,200      11,900      16,000      17,800      22,100      32,400      44,300

－93－



市町村における負担水準の分布の例（人口約２５万人）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/6(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)  118,100      97,400       111,300        170,200       227,500        283,900        349,100        466,100

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　             2,500          4,600         8,500       14,000       19,900       27,000        32,400        42,600

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　             2,500         8,800        20,200       20,600      28,400        40,700      51,000      51,500

－94－



市町村における負担水準の分布の例（人口約１５万人）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/6(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　              101,400       143,200       254,100       344,900       440,700       825,900       559,200

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　              6,400         7,800       10,600       12,500       18,700       26,700       25,800       41,400

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)　　              9,700       10,000       13,300       14,700       25,500       37,400       38,000       64,400

－95－



市町村における負担水準の分布の例（人口約２万５千人）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

小　 規　 模　 住　 宅　 用　 地
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/6(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)  28,900       37,300       　74,700        198,700       438,200        346,100        247,400        170,000

     納税義務者一人
     当たり納税額(円) 1,500        2,300         3,700         6,500       10,800        13,800       19,600        21,600        22,600

     納税義務者一人
     当たり納税額(円) 6,500        7,200       10,400        17,300       22,500       40,600       44,200      47,500      63,000
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市町村における負担水準の分布の例（人口約５千人）
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

小　 規　 模　 住　 宅　 用　 地
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/6(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 
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単位地積当たりの評価額(円) 単位地積当たりの評価額×1/3(円) 単位地積当たりの課税標準額(円) 単位地積当たり納税額(円) 

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)  　　　　　　     14,200       124,300          50,800       127,400         27,900         61,000        180,500

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)                 1,300         2,700         3,200         2,400         2,200        1,700         1,500         1,500

     納税義務者一人
     当たり納税額(円)                 2,500         7,400         8,400       10,100        10,200        8,700        7,800       10,800
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横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 福岡市

　 75％超 引下げ 34 23 12 32 39 8

70％以上75％以下 据置 11 5 3 9 7 2

60％以上70％未満 据置 25 16 12 29 12 7

45％以上60％未満 据置 15 30 38 22 21 22

45％以上60％未満 1.025 14 20 8 7 8 7

40％以上45％未満 1.025 1 5 13 0 8 19

30％以上40％未満 1.05 0 1 13 1 5 25

20％以上30％未満 1.075 0 0 1 0 0 7

10％以上20％未満 1.1 0 0 0 0 0 3

　　　　　　 10%未満 1.15 0 0 0 0 0 0

商業地等負担水準別構成割合＜地積ベース＞ （平成１３年度見込み）

負担調整率
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横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 福岡市

　75％超 引下げ 40 40 26 58 49 38

　70％以上75％以下 据置 9 6 5 7 10 5

　60％以上70％未満 据置 25 14 15 20 16 12

　45％以上60％未満 据置 13 23 33 11 14 20

　45％以上60％未満 1.025 13 13 6 4 5 5

　40％以上45％未満 1.025 0 3 8 0 4 9

　30％以上40％未満 1.05 0 0 6 0 2 10

　20％以上30％未満 1.075 0 0 1 0 0 1

　10％以上20％未満 1.1 0 0 0 0 0 0

  　     　10％未満 1.15 0 0 0 0 0 0

負担調整率

 商業地等負担水準別構成割合＜課税標準額ベース＞ （平成１３年度見込み）
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横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 福岡市

　100％以上 引下げ 10 5 5 33 19 2

　80％以上100％以下 据置 53 13 11 50 33 5

　55％以上80％未満 据置 16 42 44 12 20 21

　55％以上80％未満 1.025 21 34 14 5 21 17

　40％以上55％未満 1.025 0 6 24 0 7 47

　30％以上40％未満 1.05 0 0 1 0 0 7

　20％以上30％未満 1.075 0 0 1 0 0 1

　10％以上20％未満 1.1 0 0 0 0 0 0

　　　　　　　10％未満 1.15 0 0 0 0 0 0

負担調整率

　 小規模住宅用地負担水準別構成割合＜地積ベース＞ （平成１３年度見込み）
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横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 福岡市

　100％以上 引下げ 12 10 9 40 26 7

　80％以上100％以下 据置 55 18 15 48 41 11

　55％以上80％未満 据置 14 41 46 8 15 30

　55％以上80％未満 1.025 19 28 14 4 15 17

　40％以上55％未満 1.025 0 3 16 0 3 32

　30％以上40％未満 1.05 0 0 0 0 0 3

　20％以上30％未満 1.075 0 0 0 0 0 0

　10％以上20％未満 1.1 0 0 0 0 0 0

　　　　　　　10％未満 1.15 0 0 0 0 0 0

負担調整率

　小規模住宅用地負担水準別構成割合＜課税標準額ベース＞ （平成１３年度見込み）
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標準税率の趣旨

地方税法
（昭和二十五年七月三十一日法律第二百二十六号）

（用語）
第一条 この法律において、左の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。
五 標準税率 地方団体が課税する場合に通常よる き税率でその財政上の特別のべ

必要があると認める場合においては、これによることを要しない税率をいい、総
務大臣が地方交付税の額を定める際に基準財政収入額の算定の基礎として用いる

税率とする。

○ 地方税法総則逐条解説

標準税率とは、地方団体が課税する場合に通常よる き税率で、その財政上の特別の必べ

要がある場合にはこれによることを要しない税率である（一項五号 。）
地方団体の行政運営を保障するため地方団体に交付される地方交付税においては、この

標準税率が基準財政収入額の算定の基礎として用いられる（地方交付税法一四条 。した）
がって、地方団体は、標準税率によって課税していれば、標準的な行政を行える法律上の

建て前になっている。しかし、地方団体は、財政上、税収入を多くする方向において特別
の必要がある場合（財源が不足する場合）には、制限税率のある税についてはその範囲内

で、これを超える税率を定めることができる。また、財政上、税収入を少なくする方向に

おいて特別の必要がある場合（財源に余裕がある場合）には、これを下廻る税率を定める
ことができる。なお、これを下廻る税率を定める場合には、地方財政法第五条第一項第五

号の規定により、学校その他の文教施設、消防施設、道路、河川、港湾等の土木施設等の
公共施設又は公用施設の建設事業費の財源とするための地方債を起こすことができなくな

る。なお、地方団体の財政上の特別の必要から、標準税率によらないこととする場合の税
率の上げ下げについては、二以上の税目を通じて同一方向にす きものと認められる。しべ

たがって、一の地方団体において、たとえば、住民税について標準税率を下廻る税率を定

め、他方、固定資産税については標準税率を超える税率を定めるというようなことは違法
と解すべきであろう（行政実例2参照 。また、財政上の特別の必要がある場合において標）

準税率と異なる税率を設けようとするときの税率は、地方税法で定めている税率と同様の
税率構造（たとえば、比例税率）による税率によらなければならない。

税率は、課税標準に対する納める き税額の割合であって、通常は、課税標準の一定単べ
位に対する割合（％）として定められ、住民の租税負担と地方団体の租税収入を調整する

機能を有する。地方自治の本旨からいえば、地方税をどれだけ課するかについては、その
地方団体の行政の内容と住民の意思とに委ねられる きであろうが、税目によっては、国べ

民の租税負担の公平や国家の経済施策等の観点からある程度の規制を加える必要もある。
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○ 逐条問答 地方税法総則入門

標準税率は、総務大臣が地方交付税の額を定める際に基準財政収入額の算定の基礎と
して用いる税率とされる。

したがって、超過課税をして収入が増加した分については、基準財政収入額の算定上
は考慮されない点に注意しなければならない。

地方交付税は 標準的な地方団体が標準的な行政を執行していくのに必要な経費を 基、 「
」 、 「 」 、準財政需要額 として 標準的団体の収入を 基準財政収入額 としてそれぞれ算定し

前者が後者を上回る場合にその差額分を、地方交付税交付金として各団体に交付する仕

組みである。すなわち、
〔地方交付税の額〕＝〔基準財政需要額］－〔基準財政収入額〕

によって計算されるのである。
このことは、標準税率で課税してさえいれば、通常の行政を行うのに不足する財源は

地方交付税交付金として補填されるので、財源が不足するという事態は、制度上存在し
ないことを示している。逆にいえば 「財政上の特別の必要」も、その地方団体が基準、

財政需要額に算入されていない特殊な行政を行う場合以外には発生しないということで

ある。したがって、基準財政需要額に算入されている人件費等の経常経費の赤字を補填
する目的で超過課税を行うということは許されないのである。基準財政需要額に算入さ

れていない「先取り行政」とか、地方交付税制度の全国的画一性の故に基準財政需要額
に算入され得ない特別な地方的行政のために財源が必要となるときに限り 「財政上の、

特別の必要」があると考えられるのである。
また、ある時点において基準財政需要額に算入されていないとしても、未来永久にそ

の状態が続くものでもなく、交付税制度の改善も予想されるので、超過課税を実施する
場合であっても、その期限を付さないで行うことは妥当性を欠くこととなろう。

○ 平成８年度 報告書抜粋

標準税率は、地方団体が課税する場合に通常よる き税率であり、財政上の特別の必べ

要がある場合には、これによらないことも可能である。しかし、標準税率は、単なるガ
イドラインではなく、国・地方間の適正な税源配分、国民の税負担の水準等を総合的に

勘案して定められており、地方交付税に係る基準財政収入額の算定の基礎として用いら

れる税率であることを考えると、財政上の特別の事情が存しない限り、標準税率によっ
て課税が行われる きものである。べ

○ 平成11年度 報告書抜粋

第2 将来的な固定資産税のあり方について
1 税率のあり方について

② 標準税率制度
標準税率は、市町村の提供する行政サ ビスについて、標準的な水準を維持するたー



－105－

めに必要な住民の標準的な税負担の水準を示すものとして「通常よる き税率」と地べ
方税法上規定されているものであり、自治大臣が地方交付税の額を定める場合に基準

財政収入額の算定の基礎として用いる税率である（地方税法第1条第1項第5号 。）
そして、従前は解釈上 「できるかぎり標準税率によることが望ましい」とされて、

いる。

「地方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係 」）

第一章 第一節 三 税率

(1) 税率については一定税率を法定するもの、標準税率とともに最高限度をも法定するもの、標準

税率を定めるにとどめるものの三者に区分されているが、標準税率（税源税率を併せて定めるも

のを含む ）を規定する税目について税率を定める場合においては、住民負担の実情にもかんが。

み、特に施設を充実する場合等を除いては、できる限り標準税率によることが望ましいものであ

ること。

固定資産税については、法律上標準税率を採用しているが、これは、住民の税負担

の均衡と地方公共団体の標準的な行政運営を保障するため、地方交付税制度と一体と

して採られているものであるとされている。
なお、地方税法上は、地方団体は財政上の特別の必要がある場合には、標準税率を

（ ）、 、超える税率を 制限税率がある場合はその範囲内で 財政上の余裕がある場合には
標準税率を下回る税率を定めることができる。

また、標準税率を下回る税率で課税したことが、地方団体として確保す き収入のべ
徴収等を怠ったと認められるものであるときには、地方交付税の額を減額し、又はす

でに交付した交付税の一部の返還を命ぜられることがあるとされている（地方財政法
第26条 。）

○ 標準税率に関する過去の委員会における委員の発言

金子委員長

標準税率を一定の幅で規定して、例えば、その幅の中で税率が低くなるにしたがっ
て交付税を逓減させるとか、交付税で工夫するという方法があるのではないか。

（平成11年度 第５回）

神野委員
標準税率を正当化する根拠は、交付税しかないと思う。

交付税を算定するためにはどうしても標準税率が必要であり、あくまで交付税との
関係で考慮すればいい話ではないかと考える。

その意味で 「通常よる き税率」をやめて「交付税を算定する税率」とす きで、 べ べ
ある。

これからは地方公共団体の公共サ ビスを画一的ではなくて多様化させていくといー
うことを前提にすれば、当然、税率の多様化というのは認めていいのではないかと考

える。ただし、標準税率だけは残して、ミ マムを保障するときに使う きである。ニ べ

（平成11年度 第５回）
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起債制限制度の改正について

（ ） （ ）○ 地方分権一括法による地方財政法の改正 平成11年 前 地財法第５条の４第４項

公共施設等の整備のための財源とする場合の地方債の発行については、普通税の税率が地方税法に

定める標準税率以上である地方公共団体に限りその発行ができる。

【趣旨】

公共施設等の建設事業費については一般財源で賄うことが原則であること、地方債は後年度にそ

の償還を最終的には税によって行うこととなるものであることを踏まえて、地方債に財源を求めて

これらの事業に係る費用を賄おうとする場合には、その前提として、現時点において通常に確保す

、 。べき財源を確保していることが 財政の健全性の確保や世代間の負担の公平の確保の見地から必要

○ 地方分権一括法による地方財政法の改正後（地財法第５条の４第４項）

公共施設等の整備のための財源とする場合の地方債の発行については、普通税の税率のいずれかが

地方税法に定める標準税率未満である地方公共団体にあっては、その発行に際して総務大臣又は都道

府県知事の許可を受けなければならない （標準税率未満団体の起債の禁止制度から許可制度への移。

行）

【趣旨】

地方分権一括法による改正により、従前の地方債許可制度については、地方公共団体の自主性をよ

り高める観点に立って廃止し、地方債の円滑な発行、地方財源の保障、地方財政の健全性の確保等を

図る観点から、地方公共団体は国又は都道府県との協議を行うこととされた。

これに対し、従来からの公共施設等の整備のための財源としての地方債の発行についての考え方に

は合理性がある一方で、課税自主権をより尊重する観点に立って、現行の公共施設等の建設事業費の

財源としての起債の禁止制度から、協議制度ではなく、許可制度へ移行することとしたものである。

○ 経過措置（地財法附則第３３条の７第１項・第３項）

地方債について、平成１７年度までの間は、協議制度によらずに、許可制度を適用する。

普通税の税率のいずれかが標準税率未満である地方公共団体が公共施設等の整備のために起こす地

方債については、平成１７年度までの間は、許可制度とするのではなく、従来どおり禁止する。

【趣旨】

地方分権推進委員会第二次勧告において 「少なくとも財政構造改革期間中においては、国及び地、

方の財政赤字の縮小のため財政健全化目標が設定され、地方公共団体の歳出の抑制が求められている

ことに鑑み、許可制度を維持すること」とされている。

財政構造改革の推進に関する特別措置法については平成10年12月停止され 「財政構造改革期間」、

も、その効力が停止されたが、財政構造改革を推進するという基本的な考え方は堅持されている。し

たがって、地方債制度についても、財政構造改革が達成されるまでの当分の間、地方債の発行総量は

コントロールできるようにしておくことが地方分権推進委員会勧告の趣旨に適うものとの考えから、

財政構造改革の推進に関する特別措置法の停止前の財政健全化の目標年度である平成１７年度までは

許可制度を維持し、新たな協議制度への移行は平成１８年度からとされた。

この意味で、普通税の税率が標準税率未満の団体の起債許可制度に係る規定も、平成１８年度から

の適用となっている。

























主な公共施設等の整備状況の推移

※「地方財政の状況」（総務省）、「平成11年度公共施設状況調」（総務省）による。
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